
第6回介護予防継続的評価分析等検討会  

議事次第  

日時：平成21年3月26日（木）  

14：00 ～16：00  
場所：全国都市会館 第2会議室  

1．開 会  

2．議 題  

（1）介護予防施策導入に伴う貴用対効果分析について  

（2）属性・介護予防サービス利用と介護予防に係る各種指標の推移と   

の関連の分析について  

（3）介護予防の有効性等の評価に関する取りまとめについて  

3．閉会   



資 料 －  

資料1  前回の分析と今回（取りまとめ）の分析との関係について  

資料2  介護予防施策導入に伴う費用対効果分析について（取りまとめ）（案）  

資料3  属性・介護予防サービス利用と介護予防に係る各種指標の推移との関連の分  

析について（取りまとめ）（案）  

資料4  介護予防の有効性等の評価に関する取りまとめについて（案）  

参考資料1 介護予防サービスの責用対効果分析について（大久保委員提出）  

参考資料2 介護予防事業等の効果に関する総合的評価・分析に関する研究 報告書   



前回の鯨析と今回（取りまとめ）の分析との関係曹≡つ』J海竃  

属性等と各種指標の推移との関連について分析吾  
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各種指標の推移 各種指標の推移  
サービス内容による 属性による  
各種指標の推移 各種指標の推移   
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属性等による  

各種指標の推移  

l 口腔機嘩の向上  

開し二ノこもり車掛支援  

l 認邦症予防・支援  

暮  うつ予堺・支援  
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■ ■■ － － ■ ■ ■■■ ■■ ■一 － ■ m ■、一 lト■■ ■㍗t  ▼、■l▲ u n■ こ＝，■W ＝■：霹 ■l lI  － ■Fこ1 ■：：日□ m ▲止 uU ∴こ’l一一」・・  

H19年1月～H望0年7月のデータ（1年7ケ月間）  
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責用対効果分析  

予防給付   

費用対効果分析の結果を算出  

（二ただし特定高齢者・岬般高齢者の費用  

単価にて吐∵ては要支援■1の単価を用いる）  

特定高齢者施策  

費用対効果分析の老告薯の撃揮  

予防給付   

費用句効果か折節結果を算出  

（特定高齢者い「膜高齢者の費用単価に  

ついては，、今回整理された方法を用し、もる）  

特定高齢者施策  

費用対効果ヰ簡約軍学昂嘗潮  

目19年1月・′～H－海女再薩痛一夕り年掛  

（制度改正前酌草加凄も使用）  

I I 

州19年1月へ〆州瑠9年1〈鞘のデータ（1年間）  

（こ制度改正前のデータも使用）  



介護予防施策導入に伴う  

費用対効果分析について   

（取りまとめ）（案）  
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費用対効果分析の基本的な考え方について  

増分効果がプラス  

かつ  

増分費用がマイナス  

増分効果が 
かつ  

増分費用がプラス  
増
分
効
果
 
 

導入前後で草琴さ二言t／なったが、効果もあったというこ  

と。  
増分費用効果エ」重責りし笠して、その金額が妥当なもの  
刀、どうかを判瞥・。妥当かどうかの絶対的な判断基準  

はない。  

導入前後で費用が安くなっており、かつ効果があったと  

いうことだから、導入された施策は優れたものと判断可◆  
能。（費用効果比を求める必要がない。）  

増分効果がマイナス  

かつ  

増分費用がプラス  

増分効果がマイナス  

かつ  

増分費用がマイナス  

導入前後で効果はなかったが費用も安くなったというこ  

と。  

増分費用効果比を計算して、その金額が妥当なものか  

どうかを判断することも可能だが、施策としては、効果  
が期待どおり出ていない時点で評価できないものだと  

もいえる。  

導入前後で費用が高くなっており、かつ効果がなかったと  

いうことだから、導入された施策は劣ったものと判断可能。  

（費用効果比を求める必要がない。）  

「増分効果がプラスかつ増分費用がプラス」又は「増分効果がマイナスかつ増分費用がマイナス」の場合、  
さらに費用効果比を求める。  
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責用対効果分析に用いる増分効果について  
「要介護度が悪化した者の発生率」を用いた介護予防サービスの効果分析の結果について（概要）  
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費用対効果分析に用いる糞用の考え方について  

【費用対効果分析に用いる費用の算出法】  

○ 増分責用＝（施策導入後の費用）－（施策導入前の費用）  

○ 導入前後の責用は、それぞれ、  
（要介護度別の1人1ケ月当たりにかかる貴用）×（要介護度ごとの（人■月）数）  

で算出する  

要支援1の例   

禿策導入後の費用一個策導入前の費用二漕空慣蕪   絶景導∴婆  
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要支援1の者3人を1年間（12ケ月間）追跡した場合にかかる費用は、   要支援の者3人を1年間（12ケ月間）追跡した場合にかかる費用は、  
要支援の者1人1ケ月当たりにかかる費用（単価ト ×21ケ月   

＋ 要介護2の者1人1ケ月当たりにかかる費用（単価）×9ケ月   

＋ 高齢者1人1ケ月当たりにかかる責用（単価）  ×6ケ月   

＝ X円（36人月当たり）   

要支援の者1，000人を1年間追跡した場合（12，000人月）にかかる責用は、  
X円×12，000人月／36人月  

要支援1の者1人1ケ月当たりにかかる費用（単価）  

＋ 妻介護1の者1人1ケ月当たりにかかる責用（単価）  

＋ 高齢者1人1ケ月当たりにかかる車用（単価）  

＝ Y円（36人月当たり）  

×21ケ月  

×8ケ月  

×7ケ月  

要支援1の者1，000人を1年間追跡した場合（12，000人月）にかかる費用は  
Y円×1乙000人月／36人月  
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新予防給付の費用対効果（要支援1）   



新予防給付の糞用対効果分析に用いる増分効果について  
「要介護度が悪化した者の発生率」を用いた介護予防サービスの効果分析の結果について（概要）  
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1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合の増分効果は、旧基準で「要介護度が悪化した者の発生が19人減少」  
新基準で「要介護度の悪化した者の発生が7人減少」  
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新予防給付に係る糞用対効果の算出に用いるデータについて  
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介護予防事業について（ポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチ）  
○ 現在、地域支援事業において介護予防事業を実施しているが、その中で、ポピュレーションアプローチとして介護予防一般   

高齢者施策、ハイリスクアプローチとして、介護予防特定高齢者施策（そのうち、スクリーニングとして特定高齢者把握事業  
（生活機能評価（※）））を実施している。   

（※） 生活機能評価は、平成19年度までは老人保健事業において実施していたが、平成20年度からは、地域支援事業における特定高齢者把握事業において実施している。  
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l  

l  

l  

l  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

l  

l  

し＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

介護予防特定者高齢者施策   
（ハイリスクアプローチ）  

介護予防一般高齢者施策  
をポピュレーションアプローチ）  

○特定高齢者把握事業 見ちり∴00ニンぎ 

特定高齢者施策の対象となる「要支援・要介護状態に   

なるおそれの高い者」（＝特定高齢者）を把握。  

○適所型介護予防事業  

特定高齢者に対し、介護予防を目的として通所形態の   

事業を実施。  
＜運動器の機能向上・栄養改善・口腔機能向上等＞  

○訪問型介護予防事業  

保健師等が居宅を訪問して、相談・指導を実施。  
＜閉じこもり・認知症■うつの予防・支援等＞  

○介護予防特定高齢者施策評価事業   

○介護予防普及啓発事業   
市町村が効果があると認めるものを適宜実施  

㌧パンフレットの作成配布  

・講演会の開催  

・介護予防手帳の配布等  

○地域介護予防活動支援事業   

市町村が効果があると認めるものを適宜実施  
・ボランティア等の人材を育成するための研修  

・介護予防に資する地域活動組織の育成・支援等  

○介護予防一般高齢者施策評価事業  



○平成17年度までの介護予防関連事業について  

○施策導入以前において、施策導入後の介護予防事業（地域支援事業）に相当すると考えられる事業としては、「介護予  
防・地域支え合い事業」が挙げられる。  

○ただし、同事業は、  
①多種多様な事業の中から、②市町村が好きな事業を自由に選択するというメニュー事業であり、③詳細な事業要綱まで  

（平成17年度）（実施要綱抜粋）  介護予防・地域支え合い事業   

（ア）介護予防事業  
高齢者ができる限り要介護状態となることなく健康で生き生きとした老後生活を送れるよう支援する観点から介護予防教室等を開催する事業  

a転倒予防教室（寝たきり防止事業）  
○転倒予防教室の開催（生活相談、健康診断、生活指導、運動機能訓練等）一等 

○生活環境・習慣の改善（転倒骨折予防ケアのための生活支援）  

bアクティビティ・認知症介護教室  

○アクティビティサービスの実施（音楽活動、絵画、書道、演劇等）感   
○認知症介護教室の開催  

cIADL（日常生活関連動作）訓練事業  
○自立支援教室の開催（炊事・洗濯等の家事訓練等を中心とした教室）   
0生活環境・習慣の改善l － － －   ‾‾‥‥ － ‖‾－‥ ‥  

d 地域住民グループ支援事業  

③詳細な事業要綱まで示していない  

（手多種多様  

な事業  ④事業の形態は、同じ事業であっても市町村が違えば一様でなく様々  
（ハイリスクの者を同定するorしない、適所型or訪問型）  

○住民の自主グループ活動育成支援（ボランティアで、介護予防に資する活動を行おうとする地域住民  
に対する場の提供等の支援）  

○地域住民による認知症（認知症予防を含む）学習会支援肇」－  
○地域住民による定期訪問活動敏一－∬一山劇一一柳小山－00ー仙－W一ニユニ  

e 足指・爪のケアに関する事業  

⑤同一事業の中に、性格の異なる事業が複数含まれており、  
参加人数や費用は当該複数の事業のものを合算して把握さ  

れている  

②市町村が  

好きな事業を  

選択するという  

メニュー事業  ○足指・爪ケア教室等の開催（高齢者とその同居家族、保健福祉関係者及び施設従事職員等を対象として、足指・爪のケアの重要性と適切   
なケア方法の普及を図る教室等の開催）  

○普及啓発パンフレット等の配布  

f その他事業  

○効果的な介護予防サービスの重点的な提供による、介護予防の効果の実証に資する事業等であって、厚生労働大臣が適当と認める事業  
その他、（イ）高齢者筋力向上トレーニング事業（ウ）高齢者食生活改善事業（エ）運動指導事業  

（オ）生活管理指導事業（力）「食」の自立支援事業等々   



特定高齢者施策（介護予防事業）に係る費用対効果に用いる費用単価の考え方について  

・－．l 、－【 ’。才 一－● 天主 ∴巨．．  1蕪蓑違  

ポピュレーションアブロ  

ハイリスクア  

プローチの  

サービスを  

受けた者1  

人当たりに  

かかる費用  

（単価）  

ポピュレーションアプローチ、ハイリスクアプローチ、  
スクリーニングそれぞれの（参加）人数及び費用の  

同定ができない   

二三単価の呈二三∴こ華   ≡  

α2円／X2人＋β2円／Y2人＋γ2円／Z2人  

単価の葦三ンざニ◆華  

高齢者1人当  

たりにかかる  

費用（単価）  

※ 特定高齢者施策と予  

防給付は同時に受けられ  

ないことから、総費用を、  

要介護認定者を除く高齢  

者の人数で除する。  

∂2円／X2人（単価の叢士 十）  
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新予防給付（要支援1）施策導入前後における増分費用の算出について  
増分費用の算出に当たっては、以下の前提で算出している。  
施策導入前の要支援者（要支援1）の改善（人・月）数（一般高齢者及び特定高齢者）を、施策導入後の改善（人・月）数と同じとした（費用を過小評価）。  

1．増分責用の算出について  

（1）要介護度別の善用単価  （単位＝円）  

一般高齢者   要支援（1）   要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   
特定高齢者  

要介護5   

施策導入前の費用単価   159   30，900  81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

施策導入後の費用単価   191   28，700   48，800   95，300   133，100   190，700   239，900   279，900   

（2）12，000人月（1，000人を12ケ月）観察した場合の要支援者（要支援1の者）の分布  （単位：人、月）  

合計  一般高齢者   特定高齢者   要支援（1）  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

元データ   12，000   ∩  ●   10，001   0  1，743   164   60   21   12  

施策導入前                           施策導入前が施策導入後と同じ  
12，000   

割合で改善したと仮定した場合  

施策導入後  12，000  

一て－    －‾ 羊一丁 

（3）施策導入に伴う増分費用  
（単位‥千円）  

施策導入後の車用（12，000人月当たり）（β1）  増分費用（β1－α1）  施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α1）  

383，689  490，582   ． 要支援1  
二モミ∵二’‾■‾，l→－  

（参考仁施策導入前（ハ高齢者1J、、、当たりトニかかる費戸削こ老人保健事業の事業費 し1コ，コ38，624．042円）を含めると、施策導入前の高齢者1人、当たりにかかる  

費用単価は、5帥円となる 二√）単価を用いた場合の増分費用はさらにマイナスになる 

2．施策導入前後で章用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について   
（施策導入前の責用単価を施策導入後の費用を算出する際にも用いて、増分費用を算出してみる）  

（1）要介護度別の費用単価  （単位：円）  

一般高齢者   要支援（1）   
要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者  

施策導入前の費用単価   159   30，900  141，600   214，000   279，900   334，000   

施策導入後の費用単価   159   30，900   141，600   214，000   279，900   334，000   

（単位：千円）  （2）施策導入に伴う増分費用  
皐  

施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α2）  施策導入後の費用（12，000人月当たり）（β2）   増分費用（β2－α2）   

要支援1   490，582   424，351   ーろ…．ニご十   

9   寝藁専一ニ＼前後て祭主雪が要ノil∴∴ゝて∵∵二r∴二ち牽けナ空牒持㌃丁ノ∵  



予防給付（要支援1）の責用対効果分析について（まとめ）  

1．責用対効果分析の結果について   

サービスを受けている要支援1の者1，000人を1年間（12，000人・月）追跡すると、  

（1）増分効果について  

要介護度が悪化する者が155人（対象者1，000人に対して15．5％）減少   

従って、施策導入前後で増分効巣…言プラスである。  

（2）増分費用について  

増分費用＝（施策導入後の費用）－（施策導入前の費用）  

○・・・  －－・こして算出   

元データがレセプトデータであることから、改善者（特定高齢者及び一般高齢者）の（人・月）数部分は把握ができず、欠損値（ゼロ）   

であるので、当該部分に施策導入後の（人・月）数を代入して施策導入後と同じ割合で改善したと仮定して算出した。   

（実際は、施策導入前における改善割合は、導入後よりも少なく、総費用は今回算出した費用よりも大きくなるはずである。）   

この処理を行ったとしても、施策導入前後で増分費用はマイナスであることから∴ノ▲肯こ見積ニ てニラ、予防給付が導入されない   

場合に比べてキ〟づ億㌣匡菩澤㍗「Å㌣年当美川約10万7千閂きの費用が減少することになる。  

（3）費用対効果について   

増分効果がプラスであり、増分費用がマイナスであることから、導Åされた新予防給付≡言慶祝たも都ど）て判断可能である。  

※事業の総費用を、要介護認定者を除く高齢者人口で除して、高齢者1人当たりにかかる単価を算出し、一般高齢者及び特定  

高齢者の重用単価として使用するといった次善の方法で算出していることに留意する必要がある。  

2．施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について  

適簑導Å前後で養鞘単価が変わらなかったと仮定して算出してみても、増分費用はマイナスであったことから、増分  

章用がマイナスであったことの理由は、施策導入前後の（人・月）数の変化による（介護予防効果による）ものであると  

いえる。  
0   



特定高齢者施策の費用対効果   



特定高齢者施策の糞用対効果分析に用いる増分効果について  
「要介護度が悪化した者の発生率」を用いた介護予防サービスの効果分析の結果について（概要）  

要
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1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合の増分効果は、「要介護度が悪化した者の発生が155人減少」  

■一一■一－▲－－・－－■－  

施策導入後  施策導入前   
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1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合の増ゲ郊桑：言、己基 書∴発芝ニ’一： 達て↑要二こノ、、護吾て薯代ニ∴一 」  

新基準でナ要や護賓㌫吾豆∴ニ考芳貴重ざ‾ 
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特定高齢者施策に係る糞用対効果の算出に用いるデータについて  

12   



特定高齢者施策導入前後における増分費用の算出について  

1．増分費用の算出について  
介護度  1）要介護度別の費用  単価  （単位＝円）  

一般高齢者   要支援（1）   
要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   

特定高齢者  
要介護5   

策導入前の費用単価   159   31，000  80，900   136，800   201，500   256，100 298，600 

施策導入後の費用単価   191   28，700   48，800   95，300   133，100   190，700   239，900   279，900   

（2）12，000人月（1，000人を12ケ月）観察した場合の特定高齢者（新基準）の分布  （単位：人・月）  

合計  一般高齢者  特定高齢者  要支援（1）   要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

施策導入前  12，000   1，680   9，994   60   31   92   45   43   27   28   

施策導入後  12，000   951   10，887   48   12   0   60   24   18   0   

（3）施策導入に伴う増分責用  （単位＝千円）  

施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α1）  施策導入後の責用（12，000人月当たり）（β1）   増分費用（β1－α1）   

特定高齢者   41，086   21，162  
（怒号）施策専7＼前・ハ高齢者1人、当たりにかかろ費用に老人保健事業の事業費（12，238，6コ4，042円）を含めると、施策華人前の高齢者1ノし当たりにかかる  

常用単価は、∬（」円となこ二の単価せ用いた喝含の増分費用はさらにマイナスになる。   

2．施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について   
（施策導入前の費用単価を施策導入後の費用を算出する際にも用いて、増分責用を算出してみる）  

（1）要介護度別の費用単価  （単位：円）  

一般高齢者  
要支援（1）  要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者  

施策導入前の費用単価   159   31，000  80，900   136，800   201，500   256，100   298，600   

施策導入後の費用単価   159   31，000  80，900  
一勝叫し野草を主－、珊瑚一  

80，900   136，800   201，500   256，100   298，600   

（2）施策導入に伴う増分費用  （単位：千円）  

施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α2）  施策導入後の車用（12，000人月当たり）（β2）   増分費用（β2－α2）   

要支援1   41，086   22，055  

半音墓∵∴‾  一つ′＋「  乞L   ノi   

づ、  



特定高齢者施策の章用対効果分析について（まとめ）  

1．費用対効果分析の結果について   

サービスを受けている特定高齢者の者1，000人を1年間（12，000人暮月）追跡すると、  

2．施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について  

凄～〔、呉三・二・●‥  ・  ・ ’－  
．、 ∴ ‥卜・・二・、・・二 二丁藩貢∴富士〟●こ斗－・一ニミ＿  －・－・ことから、増分  

責用がマイナスであったことの理由は、施策導入前後の（人■月）数の変化による（介護予防効果による）ものであると  

いえる。  

14   



まとめ  

を行ったとこ  簑．について、  

ろ、両施策とも、施策導入前後において増  
かつ、増分費用が  分効果が プラスであり、   

マイ±きであった。  

したがって、両施策とも、費用対効果の観  
点からは優れたものであると判断できる。  

15   



（参考）新予防給付の費用対効果  

（要支援2）   



新予防給付の費用対効果分析に用いる増分効果について（要支援2）（参考）  
「要介護度が悪化した者の発生率」を用いた介護予防サービスの効果分析の結果について（概要）  

施策導入前  
施策導入後  

悪化者数の   

減少  

＜ン  ＞  

＝ごご・ ‾  
、  ‾  t 

二  T・、   

獲苦一軍 － 1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合の二警・・∵・キー二葉こ∴言 

※結果の解釈を行う上での留意事項   

○新予防給付導入前の要介護1と導入後の要支援2を同等の状態と仮定した上で分析を行った。   

○解釈を行うにあたっては、以下の理由により、要支援2よりも要介護1の方が要介護度が悪化する者の割合が  
高い可能性があるという点に留意する必要がある。  

①要支援2及び要介護1は、審査判定において、「要介護1相当」であると判定された後、「認知症高齢者の  
日常生活自立度」や「認定調査結果（廃用の程度に関する項目）」等を用いて両者のいずれかに判定される。つ  
まり、要介護1は「認知症を有している」か「症状が不安定である」ため、要支援2に比べて生活機能がより低  

下しやすい可能性がある。   
②今回の解析では、両群が同等の状態にあると仮定しているため、ともに要介護2以上の状態になる場合を  

「要介護状態が悪化した」と定義しており、その定義に従えば、統計学的有意差をもって介護予防効果があった。  

ただし、当該効果の解釈においては、平成18年度の介護給付費実態調査において、要支援2と要介護1のそ  

れぞれの「要介護状態の変化」をみると、翌年に悪化した者の割合は要支援2が24暮0％、要介護1が25．6％  
となっている（その差は1．6％）ものの、同調査では、要支援2の者は、要介護2以上になる場合に加え、要  
介護1と移行した場合でも悪化と定義される（要支援2の方が、要介護1よりも「要介護状態の悪化」と定義さ  
れる暗が大きい）ことに留意する必要がある。   

※詳細は第4回検討会資料参照  16   



新予防給付（要支援2）施策導入前後における増分費用の算出について（参考）  
増分費用の算出に当たっては、以下の前提で算出している。  

施策導入前の要支援者（要支援2）の改善（人t月）数（一般高齢者及び特定高齢者）を、施策導入後の改善（人・月）数と同じとした（費用を過小評価）。  

1．増分費用の算出について  
1）要介護度別の費用  単価  （単位＝円）  

一般高齢者  
要支援（1）   要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者  

施策導入前の費用単価   159   30，900  81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

施策導入後の費用単価   191   28，700   48，800   95，300   133，100   190，700   239，900   279，900   

（2）12，000人月（1，000人を12ケ月）観察した場合の要支援者（要支援2の者）の分布  （単位：人・月）  

合計  一般高齢者   特定高齢者   要支援（1）  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

元データ   12，000  528   0  10，223   834   280   98   37  

施策導入前                           施策導入前が施策導入後と同じ  
12，000   124  9  522   0  10．110   825   277   97   37毒  

割合で改善したと仮定した場合  

施策導入後  12，000  124   1   9   466  10，747   379   214   51   17   13   

13 ■1 

・ナニ∴  ■y  ＋キ．■  ■   ！・  ∴「丁∴∴ ㍉∵  

（3）施策導入に伴う増分善用  
（単位＝千円）  

施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α1）  施策導入後の費用（12，000人月当たり）（β1）   増分費用（β1－α1）   

要支援1   1，058，542   619，380   叫鎚Jと√ ：   

漕ニナ曹雫；二丁  
（モミ考）施策専人前山高齢者1人、当たレjにかかる費馴二老人保健事業の事業費（1ニ、コ38、624．04コ円）を含甘ると、施策導入前の高齢者1ノ、、当たむJにかかる  

費用単価は、5軋円上なる この単価を用いた場合の増分費用はさらにマイナスになる，1  

乙施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について   

（施策導入前の費用単価を施策導入後の責用を算出する際にも用いて、増分費用を算出してみる）  

（1）要介護度別の車用単価  （単位：円）  

一般高齢者  
要支援（1）  要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者  

施策導入前の費用単価   159   30，900  81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

施策導入後の費用単価   159   30，900   81，800  Lブ  81，800   141，600   214，000   27g，900   334，000   

（2）施策導入に伴う増分費用  （単位＝干円）  

施策導入前の費用（12，000人月当たり）（α2）  施策導入後の費用（12，000人月当たり）（β2）   増分費用（β2－α2）   

要支援1   1，058，542   974，308   “8希う三三こ   

17   嶺策盈人前繚で費宵宮要㍗イ∵    ‾‾‾こ，悪空費苧貢ごマノ▲｝  



予防給付（要支援2）の糞用対効果分析について（まとめ）  

1．章用対効果分析の結果について   

サービスを受けている要支援2の者1，000人を1年間（12，000人t月）追跡すると、  

（1）増分効果について   

要介護度が悪化する者が183人（対象者1，000人に対して18．3％）減少   

従って、施策導入前後で牽ヤ効果至まブラフ1である。  

（2）増分費用について  

増分章用＝（施策導入後の費用）－（施策導入前の費用）  

○・－  ・・－して算出   

元データがレセプトデータであることから、改善者（特定高齢者及び一般高齢者）の（人一月）数部分は把握ができず、欠損値（ゼロ）   

であるので、当該部分に施策導入後の（人・月）数を代入して施策導入後と同じ割合で改善したと仮定して算出した。   

（実際は、施策導入前における改善割合は、導入後よりも少なく、総章用は今回算出した車用よりも大きくなるはずである。）   

この処理を行ったとしても、施策導入前後で増分費用はマイナスであることから、よ㍍∴毘緩t∵て｛、予防給付が導入されない   

場合に比べて‡さ・∨；】∴浩三二こノ三 吾葦準 叫∴も「寧当たり約43方9草弼 の費用が減少することになる。  

（3）責用対効果について   

増分効果がプラスであり、増分責用がマイナスであることから、導Åされた新予防絵樗喜ま慶孤：r±も㌫こ｝て判断可贅である。  

※事業の総費用を、要介護認定者を除く高齢者人口で除して、高齢者1人当たりにかかる単価を算出し、一般高齢者及び特定  

高齢者の費用単価として使用するといった次善の方法で算出していることに留意する必要がある。  

2．施策導入前後で章用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について  

克藁墓上蔀儀ルニて蜜学費価ご竃変㌢プらなかったと仮定」て算出してみても，、増分費用はマイナ買で轟二たことから、増分  

費用がマイナスであったことの理由は、施策導入前後の（人・月）数の変化による（介護予防効果による）ものであると  
いえる。   



属性・介護予防サービス利用と  

介護予防に係る各種指標の  

推移との関連の分析について  

（取りまとめ）（案）   



「要介護度が悪化した者の発生率」を用いた  

介護予防サービスの効果分析の結果について（概要）  

施策導泉前  施策導入後  
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1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合、以下の結果となり、企護塁底効臭が温めらねた。  

対象者1，000人に対して15朋趣皇。  

※性・年齢調整を実施  
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1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合、以下の結果となり、企護重盗効果馳た（※）。  
旧基準では、対象者1，0拠出に足して18．8％（」此  
新基革ては、対象者1．000人に対して0．640・0・6人・減少し、コントロール群の悪化人敏；56人に対して＝月00＿β人：減少した＿、  
※統計学的有意差は認められなかった  
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はじめに  

分析に当たって   



今回の分析イメージについて  
＜要支援1の者を例とすると＞  

要介護度  

第4回  
（5月28日）  

の分析  

要介護度  

12ケ月後   

隼‡「キ予ウ薫蔓  

維持改善  

11三三 ′ ゝ  

．  

牽㌦‡∴鼓∴  

，▼  

．r    ⊥又，ノー  

1、・ト・  

ヾ‘－ト・ユニ ー ニ」  

維持改善  

※1オッズ：ある事象の起こる確率と起こらない確率との比  

※2オッズ比＝ある事象の、一つの群ともうーつの群とにおけるオッズの比  
属性の違い  

サービスを受ける者の属性等の違いによって、介護予防に係る各種指標の推移と関連がどれ  
くらい違うのかを分析－1市町村や事業所等が、より効果的・効率的に介護予防を葉栴できる  
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対象者について  

＜分析対象者の内訳＞  

サービスを終了  サービス  計   
または中断した者  継続中の者  

観察期間が  
3ケ月   1，148   1，302   乙450  

12ケ月未満  960   1，082   2，042  
のデータ  

9ケ月   366   752   1，118   

観察期間が12ケ月  

以上のデータ  
305   3，190   3，495   

計  2，779   6，326   9，105   3   



分析に当たっての課題  
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画画登蒜詣薫誓言琵竺志芸濃、て  

※1サービスを受ける期間ごとの対象者の基本特性の違い  

特定高齢者  要支援1  要支援2  

3ケ月  6ケ月   9ケ月  12ケ月  P値＊  3ケ月  6ケ月   9ケ月  12ケ月  P値＊  3ケ月   6ケ月  9ケ月  12ケ月  P値＊   

人数（人）   
919   493   241   414  668   648   403   1493  863   901   474   1588  

性別（％）  

男性  28．1   23．1   24．1   25．6   24．3   22．1   29．1   26．3   23．0   

77．9  0．004  73．7   77．0   
23．3  0．008   

女性  71．9   76．9   75．9   12．8  く0．001  29．3                            87．2   70．7   74．4   75．7  76．7  

年齢  
（平均年齢（SD））  776（67）  775（60）  797（60）  811（55）  く0．001  81．2（6．8）  81．3（6．3）  81．2（6．4）  81．2（6．5）  0．972  81．1（8．1）  81．3（7．7）  81．5（6．9）  80．8（7．5）  0．143   一¶  

基本チェックリスト得点  

（平均点（SD））   82（40）  80（38）  9．5（4．3）  10．3（3．9）  く0．001  10．9（4．3）  10．5（4．1）  10．4（4．2）  9．9（3．8）  く0．001  12．4（3．9）  11．8（4．0）  11．8（3．8）  11．5（3．9）  く0．001   
＊性別、要介護認定度、障害高齢者の日常生活自立度はズ傾定、年齢、基本チェックリスト得点はANOVAにより算出  
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画］登蒜詣薫誓言誓竺志芸濃濫諾、て  
（分析に用いるデータについて）  

＜要支援1の者を例とすると＞  

一般高齢者に改善した場合  

は、それ以降同じ状態の  

まま推移するとみなす  

・・…■‥■1…‥・オート  

H20．12．31  

H20．3．31   日20．7．1  

要支援1  H21．3．31  

H19．1．1   日19・4・1   日19・7・1  
D氏  

」Y－」   
3ケ月毎  ●毒  

H20．6．30  

戦＝＝狛針曇由錮諒塗鍋   

‾‾－－－‾・－ 

＼・・－－－－、－・・－－－－－・、．＿  

ぺトラ＿．  

解析データ登録終了時点に  

サービスを継続中の場合は、  

その時点の状態のまま推移  

するとみなす  

叫．＿．ノー  
＜分析に用いるデータの期間＞   

A氏：H19．1．1～H19．12．31   

B氏：H19．4．1～H20．3．31   

C氏：H19．7．1～H20．6．30   

D氏：H20．4．1～H20．12．31  

要介護状態に悪化した場  

は、それ以降同じ状態の  

まま推移するとみなす  

調査開始時と12ケ月後のデータ（※）を比較して推移をみる。  
（要介護度、基本チェックリストの得点、主観的健康度等の各指標）  
※1観察後12ケ月後までに特定高齢者または一般高齢者に改善、要介護状態に悪化等した場合は、それ以降同じ状態の  

まま12ケ月後まで推移するとみなす。  
※2観察後解析データ登録終了時点にサービス継続中の場合は、解析データ登録終了時点と同じ状態のまま12ケ月後まで  

推移するとみなす。  6   



分析に当たっての課題  
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○保健医療技術を評価する際の最も妥当な方法はランダム化比較試験（RCT）である。  
RCTでは、対  

ビスを受ける群と受けない群のいずれかに無作為に割り付けられたうえで、その後  象者が当該   

のアウトカムが比較される。無作為割付が適切に行われた場合、対象者の基本特性（予後関連因子を含む）には  
上記の2群間で差が生じない。その場合、未知の要因についても群間差がない（均等に分布している）と考えるこ  
とができる。以上のように、交絡やバイアスの影響が少ないことがRCTの最大の弓重みであり、1件や2件のRCTだ  
けでも結論を出せることの根拠がここにある。  

自発的にサービスを受ける群と受けない群と  ○前向きコホート研究では、ある属性を持つ群と持たない群との間や、  
の蘭で、その後のアウトカムが比較きれる．  

そ（訝啓誉J両群砺闇慌一昔曙々d郡ニビス利用を希望するかどうかという、意欲の問題、サービスの利用に耐  

えるかどうかと洋行誉  
上の問題なと）がある．‥、   

したが亭ぞ簡漂卜葡鰐釈は慎重でなければならない。  

○具体的には、有意な群間差が観察された場合、それには、（1）偶然生じたこと、（2）バイアスにより見かけ上の  
差が見られたこと、（3）交絡により見かけ上の差が見られたこと、（4）真の差、という4つの可能性があり、それら  

のうちどれに該当するかを議論しなければならない。姦通現金⊥1姓生娘a⊇轟＝埋監だけで経論を出宣三と  
は魁▲＼。むしろ、異なる対象者、異なる研究の場、異なる評価方法による数多くの研究報告で共通した結果が観察   
されて初めて、その方向での結論が検討されることになる。  

○今旦亀鑑続戯評値分線支援裏芸のデニ生息ある属性を持つ者と持たない者、あるいはあるサービスを受け   
た者と受けなかった者との間でその後のアウトカムが比較されており、上記の前向きコホート研究に該当する。  

○今回の分析では、様々な属性やサ「ビスについて様々なレベルのアウトカム蹟標（心身機能の要素的なもの、基  
本チェックリストのような生活機能、要介護認定度や日常生活自立度といった全人間的な機能、生活の質など）で  

比較を行？ている。  

これら全て（あるいは、ほほ全て）で共通した結果が見られる場合、そのことの信頼性は高いものと思われる‥．  

0一方、1－2カ所の項目がそれ以外の項目と異なる得票になっている場合、そ叫ま偶然トこよる影響も考ぇられる  
ので、その解釈l事慎葦でなければならない。また、廣暴が上畢のレづルごとt⊆捜埜あろ場合（例：要素的なレベル  
になるほど差が明確で、全人間的なレベルになるほど差が曖昧になるといった結果）には、それに相応した解釈  

＼へく例‥そのサービスは、個別要素的な機能の改善には関連があるようだが、そのインパクトは要介護度の改善と  
ヽ  たレベルには及んでいないようだといった解釈）を行う必要がある。   



基本的な集計結果について   



対象者の基本的属性について  

分析対象者の基本的属性について①（性ヰ齢構成の比較）  
65－69歳   70－74歳   75－79歳   80－84歳  85歳以上  性別  64歳以下  ムエ   

89  （184）  134  （27．7）   男性    射  483（100．0）  

147   （9．3）  297  （18．8）  418  （26．4）   158→も岨P．0）  
調査対象者  特定高齢者  （9．0）  386  （18．7）  552  （26．7）  579  （28．0）  364  （17．6）   

97   （55）  225  （128）  371 （21．1）  491 （28．0）  496  （28．2）   （人（％））  （44）  男性  、－ 77  
要支援者  女性   71～，－～皿m   150   （2．8）  455  （8．6）  1105 （20．9）  1681  31．8  1819  

1476  （21．0）   21   1＼   ．9）  7038 （100．0）   

12954 （1000）  

全国集計※  10，476 （20．8）  50．965 （100．0）  

（人（％））   135900 （100．0）  

448．600 （100．0）  
185，400 （31．7）  584，500 （100．0）   

1、－一丸 叫＿   ㌦ 
≠叫甑Ⅷ概ね全国と剛蓑  

＜ 盲 施策＞  分析対象者の基本的属性について②（サービス利用の比較）  

・‾刑 喜    と訪問型介護予防事業の集計 l        うち サーヒスの種類－との集計  
口腔機能向上   

適所型介護予防事業   544  
調査対象者    ， ．   

適所型介護予防事業   42月39 （100）   26β91（64．0）   6，93軒＼（19．5）   8，210 （19．5）  
全国集計※  

訪問型介護予防事業   7，863 （100）   2，049 （26．1）   4，983 寵4）   831 （10．6）   

＜予防給付（通所サービス）＞  ＜予防給付（通所サービス）＞  

運動器の機能繹j二  

‾二 こ二 ● ・‡ごト・寸．－ －・   

利用割告が高  

栄養改善の  

利用割合が低い  

素養法善亮 一  

「・l二二∴予・、 ■   

よ－薄雲㌣ 

ム舌 ’‾ 書と 喜予防適所リハの集計  うち サーヒスの種類ごとの集計  

運動器の機能向上  栄養改善二．   口腔機能向上   

介  葦予防適所介護   3．002 （100．0）   1，698 （56．6）   サーヘ‾‾638 （21．3）   666 （2．  
調査対象者  

介護予防通所リハ  1，365 （64．0〉   381   2，132 （100．0）  1亜6 （18．1）  

介護予防適所介護  219′300 （100）   95，400 （43．5）   500  （0．2   8，500 （3．9）  
全国集計※  

介護予防適所リハ  82，200 （100）   59，100 （71．9）   400  （0．5）   1，900 （2．3）   

上記①、②とそ穴皇国集計は、特定高齢者施策が平成18年度介護予防専業報告、予防給付が介護給付費実態調査那酎平成19牢2日  9   分）のデータ  



主要指標の推移について（全体）  

＜要介護度の推移＞  

男性  女性  

合計   改善n（％）   維持n（％）   悪化n（％）   合計   改善n（％）   維持n（％）   悪化n（％）   

特定高齢者   470  131（27．9）  310（66．0）   29（6．2）   1546  410（26．5）  1055（68．2）   81（5．2）   

要支援者   1678  101（6．0）  1176（70．1）  401（23．9）   5074  351（6．9）  3698（72．9）  1025（20．2）   

＜特定高齢者＞  

男性  女性  

開  始時   12ケ月後  開  始時   12  ケ月後  

N  平均値（SD）   N  平均値（SD）   N  平均値（SD）   N  平均値（SD）   

基本チェックリスト得点   316  9．3（4．4）   316  8．5－（4．釦   1068  9．0（3．9）   1068  8．4（4．3）   

身体的サマリースコア（SF8）   318  44．7（7．0）   31年  43．8（8．8）   1074  44．4（7．4）   1074  43．9（8．0）   

精神的サマリースコア（SF8）   318  50．4（7．5）   31寧  51．3（7．3）   1074  51．2（7．3）   1074  51．5（6．9）   

＜要支援者＞  

男性  女性  

開  始時   12ケ月後  開  始時   12  ケ月後  

N  平均値（SD）   N  平均値（SD）   N  平均値（SD）   N  平均値（SD）   

基本チェックリスト得点   1375  11．1（4．0）   1375  11，0（4．3）   4271  10．8（4，0）   4271  10．6（4．2）   

身体的サマリースコア（SF8）   1384  42．2（8．1）   1384  41．8（9．2）   4271  40．8（8．0）   4271  43．9（8．4）   

精神的サマリースコア（SF8）   1384  49．1（臥4）   1384  49．5（乱2）   4271  49．4（8．6）   4271  49．8（8．3）   10   



サービス別の主要指標の推移について  
○同じ種類のサービスを比べると、総じて、要支援畳よ裏技屋島齢煮の左が抵提¢鐘塵∴改星  

の割合が高い。  

○運動器の機能向上サービスは、概ね指標の維持・改善の割合が高い∩  

＜特定高齢者＞  

要介護度  主観的健康度  基本チェックリスト区分  

維持t改  悪化   維持■改善   悪化   維持・改善  悪化  

N（墾．  N（％）   N（りり N（％）   N狸  N（％）   
㌦  

運動器の機能向上   1644ご．′（94．古）  円   95（5．5）   1209ぎく82．9〉＼  250（17．1）   1238さ‘（82．き）   69（17．9）   
栄養改善   395  （94・5）ミ  23（5．5）   285さざ（83．8）ミ    H   55（16．2）   27青（76．8    82（23．2）   

口腔機能の向上   551  （96．7）ぎ  19（3．3）   403㌔（83．4）ぎ  80（16．6）   40ラ（83，4き  阿  81（16．6）   

閉じこもり予防・支援   

認知症予防・支援   

7（18．9）   3（11．り   うつ予防・支援   3¢（81．1）  24j（88・9）  J 劉（85．7）  4（14．3）   
ざ   

∴■ ‥ ‥－‘・一己ー・ミ．てこ・ニ・：－－ －．  ‾、、  ＜要支援者＞  

要介護度 主観的健康度  草本チェックリスト区分  

維棒暮改   悪化   維持き改善   悪化   維持・改善  悪化  

N N（％）   N嘗撃1′－   N（％）   亘（、％）  N（％）   

運動器の機能向上   2274（78．7）  614（21．3）   1802（79．1）㌧二  477（20．9）  ノ 1897／（79雨   505（21．0）   
栄養改善   697（74．9）  234（25．1）   548ご（77．1）  163（22．9）   578  （76・8） 

口腔機能の向上   706（74．2）  245（25．8）   551（76．6）  168（23．4）   589（77．3t）   173（22．7）  

アクティビティ  1312（75．9）417（24．り 1081（78．7）293（21，3） 1124（77．8）320（22．2）  

※「維持一改善」「悪化」の定義は資料番号12参照   
1   



属性・介護予防サービス利用と   

介護予防に係る各種指標の  

推移との関連の分析結果について  

（ロジスティック回帰分析の結果）   



分析方法について  
算 出するため、ロジスティック回帰分析※1を用いて分析を行った。  との関連について   

○分析にあたっては、各指標について、属性・サービスの違いによる12ケ月後の「維持・改善」または「悪化」（改善または「維持・悪化」）の状態となる  
確率の変化について分析した。  

全数を対象に、男女別に要介護度、基本チエツケ」スト得点等の主要指標について、維持・改善を目的変数として分析   （1）全体  の分析につ  いては  

◎基本チェックリスト区分：合計得点を5つに区分（1－5、6－10、11－15、16－20、2卜25）し、1区分以上の推移を改善または悪化とする。   

◎主観的健康度：6区分のなかで1区分以上の推移を改善または悪化とする。  

《各分野ごとの分析》  
①各分野のサービス対象者と考えられるリスクの高い者について、改善又は維持・改善を目的変数として分析を行う。  

例：口腔機能向上サービスの分析  年齢・性別の違い  

チェックリストの口腔機能  

関連3項目  
2項目以上該当  

②サービス利用者について、改善又は維持・改善を目的変数として分析を行う（一部の分野で実施）。  

※1ロジスティック回帰分析：ある事象の発生（目的変数）が、その現象の発生を説明するために観測された変数（説明変数）によってどれくらい説明できる  

のかを定量的に分析する方法。  

※ オッズ：ある事象の起こる確率と起こらない確率との比。  

※ オッズ比：ある事象の、一つの群ともうーつの群とにおけるオッズの比。  

※p値（probability）＝ ある事象が偶然に起こりうる確率であり、一般的に、「P値＜0，05」で統計学的有意差あり（偶然に起こりうるとは統計学的に考えにくい  

差がある。）と判定。  

※ 95％Cl（ConfidenceIntervaI）二 対象者全体の値がその区間に存在する確率が95％である区間のこと。  12   



（参考）運動器の機能向上に係る指標の分析方法について  

○ 運動器の機能向上に係るアウトカムについては、調査開始時のデータを用いて、以下のとおり、  

各指標について、5分位ごとのレベルに分けた。  

○ 対象者について、開始時のレベルと、12ケ月後のレベルを比較し、1つ以上、上のレベルに移行   

した場合に改善とみなし、同じレベル又は下のレベルに移行した場合を維持■悪化として分析した。  

レベル   握力   開眼片足立ち時間   TUG   
5m歩行時間  5m歩行時間  

（通常）  （最大）   

特  
く＝20．9   く＝2．6   13．0＋   7．2＋   5．4＋  

定  21．0 －  25．3  2．7 －   4．7  12．9 － 11．0  7．1 －  5．7   5．3 －  4．4  

高  3   25．4 －  29．2  4．8 －   9．5  10．9 －  9．1   5．6 －  4．8   4．3 －  3．7  

齢  29．3 －  33．0  9．6 －  23．7  9．0 －  7．5   4．7 －  4．2   3．6 －  3．1  

男  者   33．1＋   23．8＋   く＝7．4   く＝4．1   く＝3．0  

性  く＝17．9   く＝1．9   23．0＋   11．9＋   9．3＋  

要  2   18．0 －  22．0  2．0 －   3．6  22．9 － 16．6  11．8 －  8．6   9．2 －  6．6  

支   
援  

22．4 －  25．3  3．7 －   6．0  16．5 － 13．0  8．5 －  7．0   6．5 －  5．2  

者   4   25．5 －  30．0  6．1 － 13．9  12．9 － 10．2   6．9 －  5．6   5．1 －  4．2  

5   30．1＋   14．0＋   く＝10．1   く＝5．5   く＝4．1   

特  
く＝14．9   く＝3．0   12．8＋   6．9＋   5．5＋  

定  2   15．0 － 17．6  3．1 －   5．5  12．7 － 10．2   6．8 －  5．4   5．4 －  4．4  

高  3   17．7  － 19．9  5．6 － 10．0  10．1 －  9．0   5．3 －  4．8   4．3  －  3．8  

齢  20．0 －  22．4  10．1 －  24．9  8．9 －  7．6   4．7 －  4．1   3．7  －  3．2  

女  者   22．5＋   25．0＋   く＝7．5   く＝4．0   く＝3．1  

性  く＝10．9   く＝1．4   23．2＋   12．3＋   10．2＋  

要  2   11．0 － 13．4  1．5 －   2．8  23．1 － 17．7  12．2 －  9．1  10．1 －  7．3  

支   
援  

13．5 － 15．9  2．9 －   5．0  17．6 － 13．8  9．0 －  7．3   7．2 －  5．9  

者   4   16．0 － 18．4  5．1 － 11．0  13．7 － 10．9   7．2 －  6．0   5．8 －  4．7  

5   18．5＋  ‖．1＋  く＝10．8   く＝5．9   ＜＝4．6   13   



属性等による各種指標の推移との関連について：総論①   
全数を対象とした特定高齢者・櫛分析   

○年齢桂、若年であるほど絶持・改善しや互い。   
・特定高齢者・要支援者ともに、年齢が高いほど、要介護度、基本チェックリスト区分、認知症高齢者の日常生活自立度の維持・改善  

のオッズ比が有意に1未満。   

○独居者は、維持・改善しやすい。  
・要支援者では、同居者がいる場合は、要介護度の維持・改善のオッズ比が有意に1未満。   

0．S、だんの過ごし方で役割がある者は．、．維1寺・改蓋しやすい。＝ニ＞J、ト：1∫り持∫≠ 嗜害軽薄√・。・・√・ヂ土・  

・要支援者では、ふだんの過ごし方で役割がある場合は、要介護度の維持・改善のオッズ比が有意に1より大。  

要介護度  基本チエツケノスト区分・  認知症高齢者の  障害高齢者の  
日常生活自立度  日常生活自立度  主観的健康度  SF8身体  SF8精神  

オッズ比（95？もCl）  p値  オッズ比（95％CI）  p値  オッズ比（95％CI）  p値  オッズ比（95ワらCI）  p値  オッズ比（959ふCI）  p値  オッズ比（95ワもCI）  p値  オッズ比（95？もCI）  

特定高齢者   
連続変数  0．95（0，92－0．98）  0．003  0．97（0．95－0．99  0．00了  0．95（0．92－0．97）  く0．001  0．99（0．96－1．01）  0．288  0．99（0．97－1．01）  0．137  0．98（0．96－1．01）  0．176  1．00（0．97－1、03  

年齢  
要支援者   

連続変数  0．99（0．98－1．00）  0．005  0．98（0．97－0．99  く0．001  0．9了（0．96－0．98）  く0．001  0．99（0．98－1．00）  0．060  0．99（0．98－1．00）  0，125  1．00（0．99－1．01）  0．772  1．00（0，99－1．01  

特定高齢者   

男性   1.00: - 10  1．00  1．00  1．00  十00  1．0  

女性                                1．05（0．66－1．69）  0．832  1．02（0．75－1．40  0．902  1．10（0，7γ」．59）  0．594  1．00（0．69－1．45）  0．997  1．13（0．84－1．52）  0．418  0．銅（0．59－1．25）：0．425   0．89（0．57－1．38  
性別  

要支援者   

男性   1．00：  1．00  1．00：  1．00：  1．00；  1．00：  1．0  
女性                          1．09（0．95－1．26）  0．234  1．09（0．93－1．27  0．287  1．04（0．88－1．22）  0．671  1．02（0．85－1．23）  0．855  1．00（0．85－1．16）  0．956  1．18（0．98－1．43）  0．079  0．94（0．77－1．15  

特定高齢者   

なし   1．00  1．0  1．00  1．00   1．00  1．00  1．0  

あり                0．371                0．90（0．53－1．52）  0．698  0．86（0．61－1．21）：0．387   1．13（0．77－1．65）：0．537   1．19（0．82－1．73）   1．01（0，74－1．39）：0．929   0．98（0．67－1．45）  0．933  1．38（0．90－2．10  

同居者                                                               要支援者   

なし   1．00  1．00  1．00  1．00  1．00：  1．00  1．0  

あり                                0．82（0．71－0．94）  0．006  1．03（0．89－1．19  0．706  0．95（0月1－1．11  0．521  0．92（0．77－1．10）  0、350  1．02（0．89－1．18）  0．752  1．04（0．87－1．24）  0．705  1．09（0．91－1．32  

特定高齢者   

なし   1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．0  1．0  
ふだんの  あり                                1．20（0．79－1．84）  0．393  0．98（0．75－1．29  0．906  0．83（0．61－1．15  0．268  0．98（0．7ト1．35）  0．900  0，97（0．75－1．26）  0．833  0．92（0．67－1．27）  0．619  1．04（0．73－1．49  
過ごし方  

（役割）  要支援者   
なし   1．00  1．0  1．00  1．00  1．00  1．00  1．0  

あリ  

※上記の他、基本チェックリスト得点、長谷川式簡易知能評価スケール、GDS15、認知的活動、疾患既往歴、社会的支援（困ったときの相談相手、体の具合が  

悪い時の相談相手、日常生活を支援してくれる人、具合が悪いとき病院に連れて行ってくれる人、寝込んだとき身のまわりの世話をしてくれる人）を投入して分析  
14   



属性等による各種指標の推移との関連について：総論②  
全数を対象とした特定高齢者・雲脚分析  

○認鮎機能が悪心届出L銀扇班改善し坦支い。＝ニ＞ 認知機能桝崖下が少な蔓才ち段階からぴき対応が重要   
・要支援者では、長谷川式簡易知能評価スケール21点以上（認知機能が高い）の者は20点以下の者に比べて要介護度の維掛改善のオッズ比が有意に1より大0  

出鮎鼓凱鮭温羞虚者）は、維持・改善しやすい。  ○認知的活動の得点が高い者   
・特定高齢者では、得点の高い方が要介護度、認知症高齢者の日常生活自立度の維持・改善のオッズ比が有意に1より大。  
・要支援者では、15－18点の場合に基本チェックリスト区分の維持・改善のオッズ比が有意に1より大。  
※認知的活動‥ テレビを見る、ラジオを聞く、新聞を読む、雑誌を読む、本を読む、トランプ・マージャンなどのゲームをする等  

＝二＞ 認知的活動を活発∵汚うニ㍍■三重要  

要介護度  基本チェックリスト区分   認知症高齢者の 日常生活自立度  障害高齢者の  
日常生活自立度  主観的健康度  SF8身体  SF8精神  

オッズ比（95号もCI）  p値  オッズ比（959もCl）  p値  オッズ比（95ヤもCI）；p値   オッズ比（95％Cl）  p値  オッズ比（95サムCI）  p値  オッズ比（959ムCl）  p値  オッズ比（95？8CI）  

特定高齢者   
連続変数  0．94（0．89－0．99  0．020  基本チェック  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿L 0．94（0．90－0．98）：  0．001  0．97（0．93－1．01）  0．147  1．02（0．99－1．06）  0．177  1．02（0．98－1．06  0．360  0．96（0．92－1．01）  

リスト得点                                    要支援者   

連続変数  0．95（0．94－0．97  く0．001  1．00（0．98－1．02）  0．937  0．99（0．97－1．01）  0．226  1．ql（1．00－1．03）  0．167  1．02（1．00－1．05  0．044  0．98（0．96－1．00）  
特定高齢者  

1．00  1．00  1.00: - 1．00  1．00  
20点以下  

長谷川式  21点以上  0．98仙61－1．59）  0．944  0．80（0．52－1．21）  0．292  1．17（0．73－1．89  0．5＝  0．66 0．35－1．24  
簡易知能評価 スケール  

20点以下  1.00i - 100  1．00  1．00  1．0  1．00  

21点以上                                1．59（1．38－1．83  く0．001  0．96（0．8ト1．14）  0．610  1．08（0．89－1．31）  0．467  0．97（0．82－1．15）  0．722  1．00（0．81－1．24  0．983  1．06 0．86－1．32  

特定高齢者  
11点以上  1.00i - 1．00  1．00  1．00  100  1．0  1．00  

10点以下                                1．20（0．57－2．52  0．629  0．65（0．34－1．24）  0．190  0．75（0．37－1．50）  0．410  0．83（0．40－1．69）  0．600  0．95（0．53－1．70）  0．860  0．91（0．44－1．86  0．790  1．46 0．74－2．88  
GDS15  

要支援者  
1．00  1．00  1．00  1．00  100  1．0  1．00  

11点以上 10点以下                                0．95（0．77」1．16  0．592  0．94（0．75－1．18）  0．593  1，05 0．83－1．32  0．696  0．  
特定高齢者  

1.00: - 1.00: - 1.00: - 1．00  1．00  1．00  1．00  

14点以下 15－18点  

．． 

19点以上  
認知的活動  

要支援者  
14点以下  1.00: - 1．00  1．00  1、00  100  1．0  1．0  

15－18点  

19点以上  

※上記の他、年齢、性別、同居者、ふだんの過ごし方、疾患既往歴、社会的支援を投入して分析  15   



属性等による各種指標の推移との関連について：総論③   
全数を対象とした特定高齢者・要支援者別の分析  

連  に 係る各種指標の推移に関  ○疾患既往歴は、介護予防   

○脳血管疾患既往歴がない者！旦、経典二改善姐。  
緬比は有意に1より大。また、高齢による衰弱の既往歴がない場合には要介護度、  特定高齢者では、脳血管疾患既往歴がない場合  

障害高齢者の日常生活自立度、S閂精神の維持・改善のオッズ比は有意に1より大、  
要支援者では、脳血管疾患既往歴がない場合に要介護度と認知症高齢者の日常生活自立度、認知症がない場合に要介護度、高齢による衰弱がない場合に要介  
護度、認知症高齢者の日常生活自立度の維掛改善のオッズ比が有意に1より大0一方、関節疾患既往歴がない場合は要介護度、高齢による衰弱がない場合は  
SF8精神の維持一改善のオッズ比が有意に1未満。  

要介護度  基本チェックリスト区分   認知症高齢者の 日常生活自立度  障害高齢者の  日常生活自立度  主観的健康度  SF8身体  SF8精神  

オッズ比（95％CI）  p値  オッズ比（95％C【）  p値  オッズ比（95％C【）  p値  オッズ比（959¢Cl）  p値  オッズ比（959。Ct）  p値  オッズ比（95％Cl）  p値  オッズ比（9500Cl）  

特定高齢者   
1.00: - 1．0  1．00  1．00  1．00  1．00  あり   

疾患既往歴  なし   
（脳血管疾患）  

100l  1．0  1．00  1．00  1．00  1．00  
あり   
なし   

特定高齢者   
1.001 - 1．0  1．00  1．00  1．00  1．00  あり   

疾患既往歴  なし   
（関節疾患）  

あり   1.00: - 1.00: - 1．00  1．00  1．00  1．0  100  
なし                                 086（073－100  0044  0．88（0．75－1．03  0．097  1．01（0．86－1．19）  ．0．893  0．84（0．69－1．02  0．077  0．97（0．84－1．13  0．709  1．00 0．83．  

特定高齢者   
あり   1．00  100  10  10  1．0  1．00  

なし    111（044－278  0831                               113（056－230  0．736  0．69（0．26－1．79  0．441  0．85（0．40－1．80  0．663  0．50（0．17－1．43  0．196  疾患既往歴  
（認知症）  

あり   10  100  1．0  1，00  1．0  1．0  

なし                                 258（205－325  く0001  0．93（0．68－1．28  0．669  0．93（0．66－1．32  0．687  1．07（0．79－1．44  0．667  1．23 0．86－1．75  

特定高齢者   
10  10  1．0  1．0  1．0  1．0  あり   

疾患既往歴  なし   
（骨折・転倒）  

10  1．0  1．0  1．0  1．0  1．0  
あり   
なし   

特定高齢者   
あリ   1，0  1．0  1．0  1．0  1．0  10    10  

疾患既往歴  なし                                   0．027  1．30（0．80－2．12  0．290  0．65（0．34－1．2  0．182  1．81（1．10－2．98  0．019  0．75（0．44－1．28  0．294  0．810．42－1．  
（高齢による衰弱）                                                                   要支援者   

10  10  l．0  1．0  1．0  1．00  あり   
なし   ※ 上                            ＼  



向上①  機能   運動器の  
ェックリストで  るリスクが   

別の分析  

○年齢は、若年であるほど改善しやすい。  
・特定高齢者では、年齢が高 ェックリスト（運動器関連項目）の改善のオッズ比が有意に1未満0  

0性別は、男性の方が改善しやすい？  
・特定高齢者では、女 ックリスト（運動器関連項目）の改善のオッズ比が有意に1未満0  

0ふだんの過ごし方で役割がある者は改善しやすい。 ＝二＞ ′うアニんし賭溝プ墳割を汚㌧圭一ふ ★室凄   

項支援者では、ふだんの過ごし方で役割がある場合は、基本チェックリスト（運動器関連項目）の維持・改善のオッズ比が有意に1より大0  
0基本チェックリスト得点が低い（生活機能の程度が高い）ほど改善しやすい。   

摘衰高齢者、要支援者ともた、基本チiッ列え橘煮が大きいほど、墓ホェックリスト（連動器関連項目）の改善のオッズ比が有意に1未満0  
＝＝＞ 富温酪能都櫓アが少結1那勘十宣りγ∵※薯撃  

○認知的活動の得寿が亭い草（翠和郎亭動が準葬な者）l坤善しやすい0  
・特恵青函者J妻女援者ともに、得点の高い方か基本チェックリスト漣動器関連項目）の改善のオッズ比が有意に1より大0  

＝：＝＞．．ご－、J州：二：ミ・・・∴    ＿．・  

基本チエッグノスト（運動幕閣連項目）  

特定高齢者  要支援  
オッズ比（95％CI）：  D一値   オッズ比（95％Cl）：  D一値   

年齢  1．00  1．00  

連続変数  0．97（0．95－1．00）  0．020  0．99（0．98－1．01）  

性別  
男性  
女性   0．65（0．46－0．91）  0．013   0．79（0．61－1．03）  

同居者  
なし  100  100  
あリ  0．89（0．63－1．27）  0．530   0．85（0．67－1．09）  

ふだんの過ごし方（役割）  
なし  100  100  

あリ  1．07（0．80－1．44  0．644   1．33什05－1．67）  

基本チェックリスト得点  

連続変数  0．914（0．86－0．96  0．000  0β08（0．88－0．94    長谷川式簡易知能評価スケール  
100  20点以下  

21点以上   0．86（0．55－1．35  0．517   0．98（0．72－1．32  

GDS15  

11点以上  
10占以下   0．82（0．44－1．53  0．534   1．10（0．70－1．73  

認知的活動  
l.00 :: 14点以下  100  

15－18点   1．05（0．72－1．52）  0．803   1．07（0．82  

19点以上   1．43（1．01－2．03）   0．045  1．34（1．04－1．73  

※上記の他、疾患既往歴、社会的支援、利用サービスを投入して分析   
17   



運動器の機能向上②  
廟  運動器の機能出系るリスクカ塙“基本チェックリス  

別の分析  

○要塞援者に対する弁護予防適所介護（運動器の機能向上サ棚ビスタの実施者は改善しやすい0  
・要支援者では、介護予防通所介護（運動器の機能向上サービス）を実施している者は、基本チェックリスト（運動器関連項目）の改善   
のオッズ比が有意に1より大。  

基本チエッグ」スト（運動器関連項目）  

特定高齢者  要支援者  

オッズ比（95％Cl）  p一値   オッズ比（95％CI）  

疾患既往歴（脳血管疾患）  
100  あり  

なし   0．99（0．62－1．57）   0．951   1．20（0．89－1．62）  
疾患既往歴（関節疾患）  

100  ぁり  

なし   1．30（0．93－1．81）   0．121   1．54（1．18－2．02）  
疾患既往歴（認知症）  

100  ぁり  

なし   0．44（0．22－0．88）   0．020   0．51（0．32－0．81）  
疾患既往歴（骨折葡倒）  

100  ぁり  

なし   0．84（0．55－1．26）   0．395   1．38（1．03－1．86  
疾患既往歴（高齢による衰弱）   

100  ぁり  

なし   1．44（0．78－2．66）   0．248   1．23（0．80－1．88）：  0．341   

通所型介護事業（運動器の機能向上）  

非実施  1．00  
1．04（0．60－1．83）   0．893  

訪問型介護事業（運動器の機能向上） 
非実施  

0．72（0．36－1．43   0．351  

介護予・防適所介護（運動器の機能向上） 非実施              100  
1．35（1．03－1．77  

介護予防適所リハビリテーション（運動器の機能向上）  
100  非実施  

1．07（0．79－1．44  
介護予防通所介護（アクティビティー）  

100  非実施  

年齢、性別、同居者、ふだんの過ごし方、基本チェックリスト得点、長谷川式簡易知能評価スケール、GDS15、認知的活動、社会的支援を投入して   分析18   ※上記の他、  



運動器の機能向上③  
運動器の機能向上サービスの利用者を対象とした特定高齢者・要支援者別の分析  

シンによる又はマシンによらない筋力増彊訓線さ．捜久性別建及び旦草生漬  ○運動器に係る指標は、マ   

に関わる訓練で、維持・改善しやすい。  
・特定高齢者では、マシンによる筋力増強訓練において通常歩行時間、マシンによらない筋力増弓垂訓練においては主観的健康度と通常  

歩行時間、持久性訓練においては通常歩行時間と最大歩行時間の維持・改善のオッズ比が有意に1より大。また、日常生活動作に関  
わる訓練においては片足立ち時間、TUG、通常歩行時間及び最大歩行時間の維持・改善のオッズ比が有意に1より大。  

要介護度  基本チェツクリスト区分   主観的健康度   片足立ち時間  TUG  通常歩行時間   最大歩  行時間  

オッズ比：  P一値  オッズ比  P一値  オッズ比  P一値  オッズ比：  P－値  オッズ比：  P一値  オッズ比  P一値  オッズ比  

マシンによる 筋力増強訓練  0．816  0．543  1．452  0．095  1．161  0．440  1．260  0．277  1．310  0．253  2．177  0．008  1．171  

マシンによらない 筋力増強訓練  1．377  0．242  1．393  0．075  1．959  0．000  0．873  0．454  1．352  0．119  1．934  0．003  1．413  
特  
定  

高  持久性訓練   0．ね9  0．424  1．286  0．298  1．457  0．0了8  1．280  0．289  1．1了6  0．545  2．639  0．019  3．020  

齢 者                                                                                                 日常生活動作に 関わる訓練  0．766  0．342  1．398  0．079  1．170  0．360  2．010  0．000  1．497  0．041  1．616  0．025  1．651  
レクレーション ・ゲーム  0．772  0．345  0．874  0．446  1，012  0．940  0．924  0．635  0．526  0．001  0．958  0．829  0．857  
マシンによる 筋力増強訓練  1．318  0．051  0．878  0．394  0．853  0．259  1．302  0．112  1．085  0．639  1．158  0．392  1．015  

マシンによらない 筋力増強訓練  1．306  0．031  0．761  0．052  1．001  0．993  1．172  0．303  1，114  0．493  0．931  0．649  0．952  
要  

支 援  持久性訓練   1．296  0．076  0．781  0．098  1．124  0．419  0．726  0．036  1．070  0．692  1．062  0．714  0．795  
者  

日常生活動作に 関わる訓練  1．110  0．353  0．960  0．743  0．911  ：0．420  1．041  ：0．768  1．008  ：0．951  1．002  ：0．986  0．927  ：0．576  
レクレーション  

・ゲーム   0．907  0．412  0．917  ：0．517  0．897  ：0．376  1．113  0．444  0．778  ：0．091  1．151  0．317  1．327  

※上記の他、年齢、性別、同居者、ふだんの過ごし方、基本チェックリスト得点、長谷川式簡易知能評価スケール、GDS15、認知的活動、社会的支援を投入して分析19   



運動器の機能向上④  
運勉抑分析  

○  、・■・・．√・Jこ   ・、  

に通常歩行時間の維持・改善のオッズ比が有意に1より大。  

○  
i■∴・トー ・ 一－  

・特定高齢者では、実施時間が1時間以上の場合に要介護度の維持・改善のオッズ比が1より大。  

・要支援者では、30分以上1時間未満の場合にTUG、1時間以上2時間未満の場合に片足立ち時間の維持・改善のオッズ比が1より大。  

要介護度  基本チェックリスト区分   主観的健康度   片足立ち時間  TUG  通常歩行時間   最大歩行時間  

オッズ比  P一値  オッズ比  P一値  オッズ比  p一値  オッズ比  p－値  オッズ比  p－値  オッズ比  p一値  オッズ比  

実  
週1回未満  1．000  1．000  l．000  1．000  1．000  1．000  1．000  

施 回  
数  

特  週2回以上  1．168  0．766  1．367  0．425  1．007  0．983  1．550  0．247  1．074  0．862  4．220  0．001  1．701  
定  
高  30分未満  1．000  1．000  1．000  1．000  1．000  1．000  1．000  

齢 者  

時 間  

2時間以上  4．599  0．007  0．725  0．616  1．136  0．792  1．056  0．916  0．320  0．138  0．560  0．326  1．043  

実  
週1回未満  1．000  1．000  1．000  1．000  1．000  1．000  l．000  

施 回  
数  

要  
週2回以上  1．149  0．483  0．658  0．065  1．381  0．097  0．804  0．372  1．426  0．137  1．160  0．527  0．913  

支  
援  

30分未満  1．000  1．000  1，000  1．000  1．000  1．000  1．000  

者  
施  

時 間  

2時間以上  1．056  0．749  0．935  0．723  1．184  0．337  1．395  0．110  1．297  0．206  1．157  0．486  1．173  

20   
※上記の他、年齢、性別、同居者、ふだんの過ごし方、基本チェックリスト得点、長谷川式簡易知能評価スケール、GDS15、認知的活動、社会的支援を投入して分析  



運動器の機能向上⑤  
象とした特定高齢者・要支援者別の分析  運動器の機能向上サービスの利尉者を対 

○属性とサービスとの関連は、以下のとおりとなった。   

（要介護度・基本チェックリスト区分の維持改善の両者に共通する結果のみ抽出）  

・脳血管疾患の既往がない看では、マシンによる筋力増強訓練で維持■改善しやすい。  

・認知症の既往がない者では、日常生活動作に関わる訓練で維持一改善しやすい。  

・認知機能が低下していない看では、マシンによらない筋力増強訓練が維持t改善しやすい。  
・認知的活動の得点が高い者（認知的活動が活発な者）では、日常生活動作に関する訓練及びレクリエーション・ゲームで維掛改善   

しやすい。   

■要支援者よりも特定高齢者の方が、すべてのサービス内容で維持・改善しやすい。  

＝二＞対象者帝属鷹★碇ふたウ冊ゼスを提供することで、，譲り効果的せ効率的窟サ”〉ゼスとなる可能性があ息  

マシンによる筋力    増強  マシンによらない筋力増強  持久性訓練  日常生活動作に関わる訓練     レクリエーション■    ゲーム  

要介護度   基本チェックリスト区分   要介護度   基本チェックリスト区分   要介護度   基本チェックリスト区分   要介護度   基本チェックリスト区分   要介護度   基本チェック  リスト区分  

わス寸比云p一値   わス■比  P－値  わス†比喜p一値   わス寸比皇p－値   わスヾ比喜p一値   オッス～比  P－値  わス■比  P一値  わス～比  P一値  わス～比  P一値  わスナ比  

高齢区分  後期高齢者＝1  0．77：  0．33  0．91  0．70  0．84  0．36  0．68  0．03  1．17  0．60  1．12  0．65  0．67  0．11  0．79  0．31  0．73  0．10  0．71  

性別   女性＝1   1．22  0．33  0．85  0．44  1．09  0．54  0．86  0．32  1．06  0．82  1．03  0．92  1．10  0．60  0．77  0．18  1．25  0．13  0．77  

要介護度  要支援者＝1  0．42  0．00  0，53  0．00  0，24  0．00  0．54  0．00  0．41  0．00  0．39  0．00  0．33  0．00  0．54  0．00  0．29  0．00  0．69  
同居者  あり＝1   1．09  0．74  0．92  0．74  0．77  0．11  0．81  0．17  0．85  0．61  0．73  0．30  0．92  0．67  0．83  0．38  0．92  0．59  0．91  
ふだんの  
過ごし方   あり＝1   1．40  0．14  1．46  0．06  1．10  0．52  1．29  0．05  1．07  0．79  1．34  0．22  1．32  0．13  1．59  0．01  1．27  0．09  1．42  

基本チェック リスト得点  連続   0．94  0．02  1．18  0．00  0．96  0．01  1．19  0．00  0．95  0．09  1．17  0．00  0．96  0．09  1．19  0．00  0．96  0．01  1．18  

長谷川式簡易 知能評価ストル  21点以上＝1  1．71  0．03  1．31  0．33  1．75  0．00  1．41  0．03  1．08  0．81  1．14  0．69  1．59  0，01  1．36  0．14  2．15  0．00  1．36  
GDS15  10点以下＝1  0．91  0．80  1．87  0．12  1．11  0．65  2．17  0．00  0．96  0．94  2．37  0．07  1．00  1．00  1．95  0．04  0．97  0．87  1．80  

14点以下  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  
認知的活動                                             15点一柑点  1．01  0．96  1．39  0．16  1．16  0．31  1．43  0．02  1．12  0．70  1．18  0．56  1．52  0．02  1．47  0．05  1．11  0．47  1．32  

19点以上  1．66  0．04  1．35  0．17  1．19  0．27  1．37  0．03  1．21  0．50  1．08  0．78  1．53  0．02  1．48  0．04  1．36  0．05  1．39  
疾患既往症  
（脳血管疾患）  なし＝1   1．59  0．05  1．93  0．01  1．28  0．12  1．02  0．91  1．09  0．77  1．65  0．07  1．49  0．03  0．88  0．56  1．34  0．06  1．09  

疾患既往症  
（骨折・転倒）  なし＝1   

疾患既往症 （関節疾患）  なし＝1   

疾患既往症 （認知症）  なし＝1   

0．87  0．57  1．02  0．92  0．83  0．23  1．03  0．82  1．17  0．56  0．95  0．85  0．72  0．10  0．76  0．16  0．92  0．58  1．08  
2．85  0．01  1．17  0．76  2．20  0．00  1．45  0．16  1．75  0．42  1．48  0．53  2．90  0．00  2．17  0．02  1．93  0．00  1．09  
1．03  0．91  0．84  0．52  0．85  0．32  0．84  0．30  1．81  0．04  0．69  0．25  0．89  0．57  0．83  0．38  0．93  0．65  0．88  

疾患既往症 （衰弱）  なし＝1   
1．47  ；0＿27  2．21  0．01  1．41  ；0．12  0．99  ‡0．97  1．13  0．81  1．52  0．36  1．34  0．28  0．96  ；0．90  1．47  ；0．08  1．26  ‡0．31   

※上記の他、社会的支援を投入して分析  
1   



栄養に係るリスクが高い（特定高齢者 

栄養改善①  
では基本チェックリストで栄養関連の2項目中2項目、要御該当  

Bh4Ⅰと体重増加率の分析ではBMI18．5未満、食事摂取量の分析では不良）者を対象とした特定高齢者・要支援者別の分析  

○特定高齢者では、男性の方が寧善しやすい。  
・特定高齢者では、女性の方が、BMlの改善のオッズ比が有意に1未満。  

○要支援者では、基本チ王ツクリスト得点が低い、．（生法機能の程度が高い）ほど改善しやすい。  
・要支援者では、基本チェックリスト得点が大きいほど、基本チェックリスト（栄養関連項目）の改善のオッズ比が有意に1未満。  

評価スケール20点以下   

GDS15  

11点以上  1，00  

10点以下  0．80（0．14－4．54）  0．798  

認知的活動  

14点以下  †．00  1．00  1，00  

15－柑点  0．78（0．55－112）  ・0．187  0．57（0．34－8．95）  10．030  

19点以上  

※ロジスティック回帰分析においては、性・年齢補正の解析で「p＜0．1」であった項目のみを投入して分析  

※上記の他、疾患既往歴、社会的支援、利用サービスを投入して分析  22   



栄養改善②  
栄養に係るリスクが高い（特定高齢者では基本チェックリストで栄養関連の2項目中2項目∴要支援者では2項目のいずれかが該当。  

BMIと  

○認知痘の既得歴のない者及び高齢による衰盟血既往歴のない着では、改善しやす、い。  
・特定高齢者では、高齢による衰弱の既往歴のない看では、BMlの改善のオッズ比が有意に1より大。  

・要支援者では、認知症の既往歴がない者は、基本チェックリスト（栄養関連項目）、BMl、体重増加率の改善のオッズ比が有意に1より大。  

○栄養改善サービスの利用による改善のオッズに違いはなか？た。  
・特定高齢者及び要支援者において、栄養改善に係るサービスによる、有意な改善のオッズ比は算出されなかった。  

※ロジスティック回帰分析においては、性■年齢補正の解析で「p＜0．1」であった項目のみを投入して分析  

※上記の他、疾患既往歴、社会的支援、利用サービスを投入して分析  

た者を対象とした、属性やサービスと栄養関連の指標の推移との関連については、  ○栄養改善サービス  
23   ＼ら分析ができなかった。  栄養改善サー  



口腔機能の向上①  
口腔機能に係るリスクが高い（基本チェックリストで口腔関連の3項目中2項目以上該当する（輝  
かみしめが「片方だけできる」もしくは「どちらもできない」＝∃的変数がかみしめの改善） ）者を対象とした特定高齢者・要支援者別の分盤  

○基本チェックリスト得点が低い■、生活機能の程度が高いノ者は改革しやすいニ  
・要支援者では、基本チェックリスト得点が低いほど、基本チェックリスト（口腔機能関連項目）及びかみしめの改善のオッズ比が有意に  

1より大。  

○認知的活動の得点が高い者（認知的活動が活発な者）は改善しやすい。．   
■要支援者では、認知的活動の得点が高いほど、かみしめの改善のオッズ比が有意に1より大。  

＝二＞ 認知的活動を活発に行うことが重要  

特定高齢者  要支援者  

基本チェックリスト（口腔機能関連項目）  かみしめ  基本チェックリスト（口腔機能関連項目）  かみしめ  

オッズ比 （95％CI）  p一値  オッズ比 （95％CI）  p一値  オッズ比 （95％Cl）  p一値  オッズ比 （95％Cl）  

年齢  

連続変数  0．98 （0．95－1．01  0．130  1月3 （0．99－1．07）  0．117   1．00 （0．99－1．02）  0．520   1．01（0．99－1．03）  

性別  

男性  1．00  1．00  1．00  

女性   （0．6－1．4  0．695  1．37 （0．79－2．37  0．256   1．12 （0．88－1．43）  0．345   1．19 （0．9－1．58）  

基本チェックリスト得点  

連続変数  0．96   （0．9ト1  0．073  1．03 （0．97－1．09  0．399  0．96 （0．93－0．99）  0．003  0．96 （0．93－0．99）  
長谷川式簡易知能評価スケール  

20点以下  1．00  1．00  1．00  

21点以上   0．98 （0．75－1．28）  0．875   1．38 （1．02－1．86）  

GDS15  

11点以上  1．00  1．00  1．00  1．00  

10点以下  1．37 （0．72－2．61  0．337   1．06 （0．45－2．49  0．887   1．23 （0．92－1．64  0．159   1．17 （0．85－1．62）  

認知的活動   

14点以下   1．00  1．00  1．00  

15－18点   1．02 （0  1．31  

19点以上  

※上記の他、疾患既往歴、介護予防サービスを同時に投入  24   



口腔機能に係るリスクが高い 

口腔機能の向上②  
（：基本チェックリストで口腔関連の3項目中2項目以上該当する（聴  

かみしめが「片方だけできる刷 

○汗譜予雄量感頑イ・猪 無象酎防通廟パパセナ㌢ ′・ションゼH封控機能矧司よサヤj溝受贈てい牒者は   
暫墓室 く－き√→ 

ゝ．」 

・要支援者では、介護予防通所介護及び介護予防適所リハビリテーションの口腔機能の向上サービスを実施している場合、かみしめ  

の改善のオッズ比が有意に1より大。  

特定高齢者  要支援者  
基本チェックリスト（口腔機能関連項目）  かみしめ  基本チェックリスト（口腔機能関連項目）  かみしめ  

オッズ比 （95％CI）：p一値   オッズ比 （95％Ct）  p－値  オッズ比 （95ウもCl）  p一値  オッズ比 （95％CI）  

疾患既往歴（脳血管疾患）  

1．00  1．00  1．00  

あり  1．00                なし  1．27 （0，7－2．31）  0．428  1．03 （0．44－2．42）  0．938  0．93 （0．72－1．21）  0．601  0．92 （0．68－1．25）  
疾患既往歴（関節疾患）  

あり  1．00  1．00  1．00  

なし   

疾患既往歴（認知症）  

1．00  1．00  1．00  あり      1．00  
なし                   0．42 （0．12－1．5）  0‘179  1．41（0．22－9．18）  0．718  0．62 （0．35－1．1）  0．101  1．89 （0．95－3．78）  

疾患既往歴（骨折・転倒）  

1．00  1．00  1．00  あり  

なし   （0．9－1．6）  

疾患既往歴（高齢による衰弱）  

あリ  1．00  1．00  1．00  1．00  

なし  0．82 （0．41－1．66）  0．587  0．81（0．36－1．79）  0．598  1．01 （0．7－1．48）  0．944  1．72 （1．08－2．73）  

適所型介護予防事業  

（口腔機能の向上）  なし  1．00  1．00  

あり  1．06 （0．73－1．53）  0．776  1．30 （0．78－2．17）  0．313  

訪問型介護予防事業  

（口腔機能の向上）  なし                   1．00  1．00  

あり  0．41 仙16－1．04）  0．060  0．67 （0．2－2．23）：0．511   

介護予防通所介護  

（口腔機能の向上）  なし  1．00  1．00  

あり  0．98 （0．69－1．37）  0．882  1．47 （1．0卜2．16）  

介護予防適所リハビリテーション  

（口腔機能の向上） なし  1．00  1．00  

あり  0．925  1．68 （1．04－2．72）：  0．034   

※上記の他、年齢、性別、基本チェックリスト得点、GDS15、長谷川式簡易知能評価スケールを同時に投入  
5   



口腔機能の向上③  
的変数を基本チエッグリスト口腔関連3項目中2項目以上該当の有無、か塾上塵  口腔機能の向上サービスの利用者を対象とした分  

においてリスクが  それぞれの   においては  

て分析。   

※対象者数が少ないため、特定高齢者と要支援者の全数で分析している。 

0葦彗暇∴よ有酢裾野サー1∴完動個当たりの実施時間が1〔〕分以上、3（ラ分未満の場合に維掛改獣♪  
ミ・・す毒  

・専門職による個別的サービス実施時問が1回当たり10分以上30分未満の場合に、基本チェックリスト区分の維持・改善、かみしめの   

改善のオッズ比が有意に1より大。  

要介護度  基本チェックリスト区分   基本チ1ツクリストt口腔捻能関連填臥  かみしめ  義歯一歯の汚れ  RSST積算時間  

オッズ比 （95ワもCl）  p一値  オッズ比 （95？もCl）  p一値  オッズ比 （95ワiCl）  p一値  オッズ比 （950ふCI）：p一値   オッズ比 （95％CI）  p－値  ッズ比 （9弧CI）  

1か月当たりの口腔機能向上の実施回数  
1．00  1．00  0～1回  1．00  

2回以上   2．69（0．47－15．36）  0．265   1．13（0．2卜5．98）  0．885  1．00 1．51（0．09－26．06）  0．776   1．16（0．24－5，58）  
専門職による実施回数  

1．00  1、00  1．00  0′、■1回  
2回以上   2．87（0．74－11．2）  0．129  0．86（0．08－9．35）  0．899   1．61（0．37一了．08）  

介護職員等による実施回数  
1．00  1，00  0～1回  

2回以上   3．40（0．52－22．23）  0．202   1．28（0．48－3．42）  

専門職によるグループサービス実施時間   
1．00  10分未満   

10分～29分  0．47（0．07－3．2）  

30分以上   0．56（0．12－2．57）   

専門職による個別的サービス実施時間   
1．00  1．00  10分未満   1．00  

6．52（1．03－41．37〉  10分～29分  3．57（1．3ト9．3）  

30分以上  130（041－415）   4．00（0．6－26．88）   

専門職による健口体操  
1．00  なし  
0．13（0．01－2．48）  0．175  あり  

専門職による口腔清掃の指導  
1．00  なし  
0．45（0．0ト25．39）  0．699  あり  

専門職による口腔清掃の実施  
なし  1．00  1．00  

あり  0．12（0．03－0．54）  0．006   0．44（0．08－2．5釦  0．366  

専門職による構音・発声訓練  
1．00  なし  

あり  1．10（0．4－3．01）  ：0．856   

介護職員等による口腔清掃の実施  
なし  1．00  

あり   1．00 5．25（1．り－23．53  0．030  2．31（0．99－5．37）  
介護職員等による口腔清掃の支援  

なし  
あり   

介護職員等による口腔清掃の介助  
なし  1．00  

あり   26   
※上記の他、年齢、性別を投入して分析  



閉じこもり予防・支援①  
閉じこもりに係るリスクが高い（基／本チェックリストで閉じこもり関連の項目㈱  
過ごす場所が「自宅敷地内lの者を対象とした特定高齢者・要支援者別の分析  

○ふだんの過ごし方で役割がある者は改善しやすい。⊂二千ふだんの生活に役割を持たセるミ：くd∠£ぞ藩斉  
・特定高齢者・要支援者ともに、ふだんの過ごし方で役割がある場合は、過ごす場所の改善のオッズ比が有意に1より大。   

○困ったときの相談相手、体の具合が悪いとき病院に連れて行ってくれる人がいる者は、改善しやすい。  
・特定高齢者では、具合が悪いとき病院に連れて行ってくれる人がいる場合は、週1回以上外出および過ごす場所の改善のオッズ比が   

有意に1より大。  

・要支援者では、困ったときの相談相手がいる場合は、外出回数の改善のオッズ比が有意に1より大。  

＝二＞‘∴－・享：－ －－・・ミ、菩・‾∴こ jン・；こ・  －  

特定高齢者  要支援者  
基本チェックリスト（遇1匡l以上外出）  基本チェックリスト（外出回数減少）  過ごす場所  基本チェッケ」ストし濁1回以上外出）  基本チェックリスト（外出国数減少）  過ごす場所  
多変量1  多変12  多変王l  多変量Z  多雲量1  多空室2  多変重1  多変1z  多変重1  多変温2  多変量】  多変塁2  

d■ッズ比  ：〔95％CI）  D▼憎  オッズ比  （95％CI）  p一値  オッズ比  伯5％Cl）  p一膳  オッズ比  伯5％CI）  p値  オッズ比  rg5％CI）  p－橿  オッズ上  （95％CI）‘p一価   オッズ比  〔95％CI）ノ p一値   オッズ比Ilg5％CJう   p値  オッズ比  （95年もCりJp一倍   オッズ比  （959もCJ）  p一極  オッズ上と  √959㊤C】ノ  ロ檀  オッズ比  「959廿q：」  

ふたんの過ごし方   
役割なし   1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1－00  l00  】．00  1，00  

役割あり   

同居者  
なし  l．00  1．00  1．00  1．00  1OO1 1，00  t．00  1．08  】．0（〕  1，00  

あリ   

由ったときの相談相手  

なし  1，（氾  1．00  1，00  1．00  1．00  1．08  l，00  1．（畑  1，00  1．00  1W: : 

あり   
体の具合が悪い時の相談相手  

なし  】．00  1．00  l．00  1．0  l．00  1．00  】，08  1．00  1．00  

あリ   

日常生活を支援して〈れる人  
なし  】．00  100  1．00  1．00  1．0  1．〔噂  1．00  1，00  1．00  1．00  1，0  

あり   

具合か悪いとき病院に連れて  
行ってくれる人  なし  1．00  1．00  1，00  1．q  1．00  1．00  1．00  l．00  1．00  1．0  

あリ   

寝込んだとき身の吉わりの  
話をしてくれる人 なし  十＋叶  1．00   10〔l   1．00   1〔H〕  ＝）Ol  1．00   1．00   l．00  1．00   IOq  

0．20－5．26  0．962    0．4了一†．81  0．651    045－1．57  0．583      0．338        0．78151  0．414  l－00  0．7（ト1．柑  0，478      0．482    067129  0678  

※上記の他、年齢、性別、基本チェックリスト得点、長谷川式簡易知能評価スケール、GDS15、認知的活動、疾患既往歴を投入して分析  

※多変量1：上記に加えて、利用している介護予防サービスを投入して分析  

※多変量2：上記に加えて、利用している介護予防サービスの内容を投入して分析  27   



閉じこもり予防・支援②  閉じこもりに係るリスクが高い（抑  
過ごす場所が「自三宅敷地内」の者を対象とした特定高齢者・要支援者別の分析  

○基本チェックリスト得点が低い（生活機能の程度が高い）者は改善しやすい。  
・要支援者では、基本チェックリスト得点が高い場合に、外出回数および過ごす場所の改善のオッズ比が有意に1未満。  

＝＝＞ 生活機能の低下が少ない段階からの対応が董宴  

○認知的活動の得点が高い者（認知的活動が活発な者）は改善しやすい。  
・特定高齢者では、認知的活動の得点が高いほど、週1回以上外出の改善のオッズ比が有意に1より大。  

＝二＞ 認知的活動を活発に行うことが重要  

特定高齢者  要支援者  
基本チェックリスト．遇1回以上外出二l  基本チェックリスト（外出回数減少）  過ごす場所  基本チェックリスト（遇1匡】以上外出）  基本チェックリスト（外出回数減少）  過ごす場所  
多変量1  多変量之  多変量1  多変呈Z  多変11  多変量2  多質量】  多変量2  多変重1  多変量2  多変呈1  多変i2  

オッズ比l（95％CI、JIP一極    オッズ比  （95％Cい；㌻憺   オッズ上  （95％Ctト p一植   オッズ比l（95％Cl〕   ：。」直  オッズ比  r95％CI〕lP一†直   オッズ比  r95％CI）  p」置  オッズ比  （95％Cり  p－値  オッズ比  （95％CI）  p一値  オッズ比  （95％CI）  p一憺  オッズ比．1g5％Cl〕こ。値    オッズ比l伯5％Cl）   r値  オンズ比；  t95％C＝l  p一便   

基本チェックリスト得点  1．05■0．971．14■ 0．212    10  0、971．13－ 0．263   0．99  0．94－1．0310．533   0．9910．94－1．030．540    1．OZ  0．98－1．0710．327   1．0  0．98－】．07  0．354  0．98  0．95－1．01  0．Z52  098  0．9ヰー1．01  0．166  0．雅  0．94－0．さ8  0．000  0．粥10．94寸．98】0．∝旧    0．9510．92－8．98t O．（旧0    0．95】0．92－0．g7l   0．000   

長谷川式簡易知能評価  
スケール  20点以下   I心  1－00  1．00  1，00  100  1．00  l．00  1．00  

21点以上   

GDS15  

‖点以上   l，00  1＋山  】一00  1．00  1，00  1．0（）  100: 1．00  1．00  1．00  1．α：l  

10点以下   

隻知的活動   
14点以下   l，00  1．α：〉  l．00  l．00  1．00  1．00  lDOl 1．00  1．00  1．08  1．（船  

15【18点   

柑点以上  3．0  1．46－8．j4  α（〉0∂  8．12JI．A4－β．7∂   0．㈱  88】  0．55－】．】9  D281  0，8ヱ  0′55【1′21  0．312  1．33    0．149  1．30    0．188  l．Z4    0．163  1▲23    0．16る  0．86  0．72－1．03JO．10t〉   0．86  0．7ト1．03  0．0細  0．g4    0．627  0．関  0．741．18  

疾患既往歴r溢血菅疾患）  

あリ  1（0  1．00  1．00  ＝叩  1、00  1．00  1．00  1．00  

なし   
疾患既往歴‘瀾蒙疾患）  

あり  】．00  1．（0  1印）  1－00  1．DO  1．00  100: 1、00  1．OD  1．00  1．00  

なし   
疾患既往歴（認知症ノ  

あリ  1．00  1．〔旧  1，0〔l  l．00  l．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．00  1．（旧  

なし   
疾患既寺主歴一骨折・転倒〕  

あリ  1．00  1．00  ＝氾  1．00  1〔旧  100: 1000 l000 100  1．00  

なし   
疾患既子主監L－高齢こよる衰弱）  

あリ  1．00  1．α）  1．00  1．0〔〉  1．00  1，qO  1，00  1．00  1．00  
1OO1 1．〔¢  

なし   

※上記の他、年齢、性別、同居者、ふだんの過ごし方、社会的支援を投入して分析  

※多変量1：上記に加えて、利用している介護予防サービスを投入して分析  

※多変量2：上記に加えて、利用している介護予防サービスの内容を投入して分析  28   



閉じこもり予防・支援③  
阻醐 ㌧または、日中おもに  

過ごす場所が「自鰍分析  

○適所 ∴㍗㌢受けて 緩着ほ、輩善しやすい  

○†葦：二∴運動器こ：笥機能持上一山ごてヤ′－レ′止ビ′ヌ∴や‘ア√プチイヒテイサン叫ノヒ：スを受吉づ㌣いる者は、改善し．ノやす】い   

・特定高齢者では、通所型介護予防事業（運動器の機能向上サービス）を実施している場合に、週1回以上外出の改善のオッズ比が有意に1より大。   

・要支援者では、介護予防適所介護、介護予防通所リハビリテーションを実施している場合に、週1回以上外出および外出回数の改善のオッズ比が有意に1より大。  

特に、運動器の機能向上サービスを実施している場合に週1回以上外出、外出回数および過ごす場所の改善のオッズ比が有意に1より大。また、介護予防適所  

介護（アクティビティ）を実施している場合に週1回以上外出、過ごす場所の改善のオッズ比が有意に1より大。  

○訪問サ「ビスを受けている者は、改善しにくい傾向があるが、生活機能等の状態が悪いため、訪問サービスしか受   
けられないという可能性があり、今後、さらなる検討が必要。   
・特定高齢者では、訪問型介護予防事業を実施している場合は、外出回数の改善のオッズ比が有意に1未満。   
・要支援者では、介護予防訪問介護を実施している場合に、週1回以上外出の改善のオッズ比が有意に1未満  

あり   
訪問型介護予防事業  
（二うつ予防・支援） なし  1．00  1．00  

り  3．14  0．50－19．53  0．220   2．48  0．48－12．90  

要支援者  
基本チェックリスト  基本チェックリスト  
（週1回以上外出）  （外出回数減少）  過ごす場所  

オッズ比  （95％CI）  p－値  オッズ比  （95％CI）  p一値  オッズ比  （95％Cl）  

介護予防適所介護  
非実施  1．00  1．00  

実施   
介護予防通所リハビリテーシ］ン  

非実施  1．00  1．00  

実施   
介護予防訪問介護  

非実施  1．00  1．00  

実施   
介護予防適所介護  

（運動器の機能向上）なし  1．00  1．00  

あり   
介護予防適所介護  

（栄養改善）  なし  1．00  1．00  

あリ   
介護予防通所介護  
（口腔機能の向上）あり  1．00  1．00  

あり   

介護予防通所介護  
（アクティビティ） なし  1．00  1．00  

あり   
介護予防通所リハビリテーシ］ン  

（運動器の機能向上）なし  1．00  1．00  

あり   
介護予防通所リハビリテーション  
（栄養改善）  なし  1．00   1．00  1．00   

0．02－1．70  0．135      0．455    0．40－2．74    あり  0．18    0．75  ・0，35【1．61   1．05   
介護予防通所リハビリテーション  
（口腔機能の向上ノ なし  1．00  1．00  1．00  

あり  7．24：0．79－66．48：0，080    1．42：0．66－3．05：0．370    1．24  ：0．47－3．28   

知能評価スケール、GDS15、認知的活動、疾患既往歴、社会的支援を投入して分析          ∠  ※上記の他、年齢、性別、同居者、ふだんの過ごし方、基本チェックリスト得点、長谷JI拭簡易  



認知症予防・支援①  
認知症融点  

を対象とした特定高齢者鰯 

○年齢は、若年であるほど改善しやすい。  
以下）者分析   

・特定高齢者・要支援者ともに、年齢が低いほど認知症高齢者の日常生活自立度の維持・改善のオッズ比が有意に1より大。  

○独居者は改善Lやすい。   
重要支援者では、同居者がいない場合に基本チェックリスト（認知症関連項目）の改善のオッズ比が有意に1より大。  

○基本チェックリスト得点が低い（生活機能の程度が高い）者は改善しやすい＿＝＝＞ ：  
・特定高齢者では、基本チェックリスト得点が低い芳が基本チ土ックリスト（認知荘園遺骨計慨頓着、認知症高蘭者の日常生活自立度の維持・改善のオッズ比が有意に1未満。  

○認知機能が低下していない者は改善しやすい．‥＝二＞ －－・、・・●  ・      －  

・要支援者では、長谷川式簡易知能評価スケールが20点以下（認知症疑い）の場合に基本チェックリスト（認知症関連項目）の改善のオッズ比が有意に1より大。  

○認知的漬軌の得点が高い者（＿認知助演動が活発な者）は改善L＿やすい。＝＝＞ 惹ふ端議勤i∴圭 ∴ 

・特定高齢者では、認知的活動の得点が低いほど、認知症高齢者の日常生活自立度の維持・改善のオッズ比が有意に1未満。  
・要支援者では、認知的活動の得点が低いほど、基本チェックリスト（認知症関連項目）および長谷川式簡易知能評価スケールの改善のオッズ比が有意に1未満  

特定高齢者  要支援者  
基本チェックリスト  長谷川式簡易  認知症高齢者の  基本チェックリスト  長谷川式簡  易  

認知症高齢者の                    日常生活自立度  （認知症関連項目）  知能評価スケール  日常生活自立度  （認知症関連項目）  知能評価スケール  

オッズ比（95ウoCI）  ：p値  オッズ比（95％Cり：  p値  オッズ比（9鍋Cl）  p値  オッズ比（95ウ。Cl）：  p値  オッズ比（95丘。Ct）  ：p値  オッズ比（95ワ。Cl）  ：p値   
年齢   0，95（0．93－0．9跡 0．00   1．00（0．96－1．04）・ 0．97   0．97（0．92－1．03）  0．34  0．97（0．96－0．98）  0．00  0．99（0．97－1．01  0．27  0．99（0．97－l．Ol）・ 0．32   
性別  

男性    女性  110（076－159  061  098（057－168）  093  176（086－358）  012  100（085－118）  099  l．柑（0．90－l．字句  024  l柑（089－‖ヲ1     1．00    1．00    1．00    l．00    1．00    1．0  
同居者  

あり  t．0  なし          1  4－248）  01  058（02∠卜142）  023  108（09ト127）  039  143（105－196  002  111（080－156         1．00】    l．00‘   1．00    1．00    l．0  
普段の過ごし方（役割）  

なし    あリ  t27（092－177  015  122（073－204）：045   089（044－179）：  074  087（075－102）  009  098（074－132  093  076（055－105     l．0    t．00●    1．00l   l．00    1．00    1．0  
基本チェックリスト得点   0．95（0．9卜0．99  0．Ol  0．92（0．85－0．98）  0．Ol  0．93（0．85－1．02）  0．12  l．00（0．99－1．02）  0．59  0．98（0．95－l．02  0．30  1．01（0．97－1．04  
長谷川式簡易知能評価スケール  

086（074－103  010  055（042－071  000  21点以上   20点以下      067（044－102  006  065（037－115）  O14                   1．0    l．00  
GDS15  

11点以上   10点以下  136（067－280  039  040（016－098）  004  094（030－297）一  091  096（076－123）▲  078  107（075－154）  071  112（D74－170     l．0    1．00    1．00．   1．00    l．00    1．0  
認知的活動   

14点以下   

15－18点   

19点以上   ＝〕  t．00  1．00  t．00  1．0  

疾患既往歴（脳血管疾患）  
あリ  
なし   l．0  1．00  1．00  1．00  l．0  1．0  

疾患既往歴（関節疾患）  

あり  
なし   1．0  t．00  1．00  1．00  1．0  1．0  

疾患既往歴（認知症）  

なし   あり      095（045－200  089  041（017－098  004  011（003－040）  000  163（116－230  001  067（044－101  006  036（023－05（∋     1．0    1．00    1．00    l．00    1．0    t．0  
疾患既往歴（骨折・転倒）  

あり  
なし  1．0  l．00  t．00：  暮．00  1．0   l．0  

疾患既往歴（高齢による衰弱）  

なし  あリ                      ＿▼旦阜9  遜  
※上記の他、社会的支援、介護予防サービスを投入して分析   
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認知症予防・支援②  
る、または長谷川式知能評値互生＝二∠適坦点  認知症に係るリスクが高い（基本チ革ご′クリストで認知症関連の3項目のいずれかが該当  

立度の  および目  

○う彗動器さブ〕機能向上や酬ビスおよび口腔機能の向上ヤ㌦ゼ潔を受けている者は、改善Lやすい   
噸定高齢者では、運動器の機能向上サービスおよび口腔機能の向上サービスを実施している場合は、基本チェックリスト（認知   
症関連3項目）の改善のオッズ比が有意に1より大。  

特定高齢者  要支援者  

認知症高齢者の  基本チェックリスト  長谷川式簡易  認知症高齢者   の  l  ノ、Il式簡易  

ーゴム、・・・・・」  書知症関連項目）  知能評価スケール  日常生活自立   度   （認知症関連項目）  知能評価スケー  ル  

日吊生活自止 オ、、ズ比（95％Cl）  値  （認知症 オッズ比（95％CI）  p値   R貞 オッズ比（95％Cl）  p値  オッズ比（95？iCl）  p値  オッズ比（95％CI）  p値  オッズ比（95％CI）  p値   
通所型介護予防事業  

非実施  
実施   

訪問型介護予防事業  

非実施  
（0 5－41    081（026－25  072  020（005－076  0．02                 実施  

運動器の機能向上  

非実施   
（056－156  08                         345（125－909  002  417（091－2000  0．07                 実施  

栄養改善  

非実施   
－09    035（013－1  005  259（0（；4－1111  0．18                 実施  

口腔機能の向上  

非実施   
（061－15    286（102－76  005  070（018－2．70）  0．6                 実施  

認知症予防■支援  

非実施   
3  026（003－204）： 0．2  

介護予防適所介護  
1．00  1．00  1．00  

非実施  
実施   0．900．  

介護予防通所t」ハビリテーション  
1．0   1．00  1．00  

非実施  
実施  0．04                       0．82．  

介護予防訪問介護  
1．0   1．00  0，56   1．00  

非実施  
実施  0．43  

※年齢、性別、同居者、ふだんの過ごし方、疾患既往歴、基本チェックリスト得点、GDS15、長谷川式簡易知能評価スケール、認知的活動、社会的支援を投入して分析  31  



うつ予防・支援①  
うつに係るリスクが高い（拙者を対象とした  

○ふだんの過ごし方で役割がある者は、改善しやすしと二＞量、だんの生活に役割を持たせる∴ゎが重要   
・要支援者では、ふだんの生活で役割がある場合は、基本チェックリスト（うつ関連項目）の改善のオッズ比が有意に1より大。  

○日常生活を支援してくれる人、具合が悪いときに病院に連れて行ってくれる人がいる者は、改善しや  

すい。  ＝＝＝＞隻語におけるサボーt斗鋒制を整儲拍塁㌦戊が嚢牽  

・特定高齢者では、具合が悪いときに病院に連れて行ってくれる人がいる場合に、基本チェックリスト（うつ関連項目）およびGDS15の   

改善のオッズ比が有意に1より大。  

・要支援者では、日常生活を支援してくれる人がいる場合に、基本チェックリスト（うつ関連項目）の改善のオッズ比が有意に1より大。  

特定高齢者  要支援者  

基本チェックリスト  
GDS15  

基本チェックリスト  

（うつ関連項目）  （うつ関連項目）  
GDS15  

オッズ比（95％Cl）  p一値  オッズ比（95％CI）  p一値  オッズ比（95％Cl）  p－値  オッズ比（95％CI）  

ふだんの過ごし方（役割）   1．19（0．84－1．70）  0．332  0．51（0．16－1．64）  0．257   1．24（1．02－1．51）  0．034   0．89（0．55－1．44）  

同居者   0．86（0．57－1．29）  0．473  0．61（0．21－1．81）  0．372   0．87（0．71－1．07）  0．189   0．76（0．49－1．18）  

困った時の相談相手   1．68（0．46－6．15）  0．437  3．97（0，47－33．72）  0．207   1．03（0．66－1．60）  0．899   ト‖（0．54－2．27）  

身体の具合が  
悪いときの相談相手   

0．97（0．31－2．99）  0．957  5．59（0．65－4乱19）  0．‖7   1．03（0．63－1．68）  0．900   0．50（0、23－1．11）  

日常生活を  

支援してくれる人   
1．18（0．60－2．31）  0．627  0．75（0．15－3．85）  0．732   1．53（1．09－2．16）  0．014   1．34（0．70－2．58）  

具合が悪いときに  

病院に連れて行ってくれる人   
2．48（1、05－5．87）  0．039  7．95（1．10－57．63）  0．040   1．23（0．86－1．77）  0．250   0．55（0．30－1．04）  

寝込んだときに  
身のまわりの世話をしてくれる人   

0．69（0、36－1．33）  0．268  0．50（0．11－2．19）  ‡0．354   1．11（0．83－1．48）  0．483   0197（0．56－1．70）  

※上記の他、年齢、性別、要介護度、基本チエッグノスト得点、GDS15を同時に投入  32   



うつ予防1支援②  
うつに係るリスクが高い（基本チェックリストでうつ関連の5項目中2項目以上該当する、GDS15スコアで11点以上である）者を対象とした  
特定高齢者・ 要支援者別の分析。舶  

○筆勢ヌ箪ミー引取綾南土 ヤサヒ呆昏華ゃ て－いる牒汗よパ㌫黒＝5呆ヨヂが改善しやすい 

○緩轟 上帝程度か経度打者一号▲連動儲招鍼断絶商よヤ㌦空■スの実施により改善し申すい  

・要支援者では、運動器の機能向上サービスを実施している場合は、GDS15スコアの改善のオッズ比が有意に1より大。  
・特に、GDS15スコアが11点の者が運動器の機能向上サービスを実施している場合、GDS15スコアの改善のオッズ比が有意にlより大。   

※一部のサービスで、基本チェックリストとGDS15スコアで結果が異なっているが、両指標の分析対象者が大きく異なっていることによるものと考えられる。  

特定高齢者  要支援者  

基本チェックリスト  
GDS15  

基本チエツケノスト  

（うつ関連項目）  （うつ関連項目）  
GDS15  

オッズ比（95％Cl）  p一値  オッズ比（95％Cl）  亘 p一値  オッズ比（95％CI）  p一値  オッズ比（95％CI）  

通所型介護予防事業   0．50（0．29－0．86）  0．013   0．91（0．32－2．63）  0．861  

訪問型介護予防事業   0．74（0．37－1．48）  0．390   1．00（0．19－5．39）  0，998  

介護予防適所介護  0．95（0．76－1．18）  0．629   1．40（0．89－2．19）  

介護予防通所リハビリテーション  0．83（0．65－1．07）  0．159   1．28（0．76－2．15）  

介護予防訪問介護  0．88（0．7ト1．09）  0．252   0．78（0．51－1．20）  

運動器の機能向上   1．30（0．73－2．31）  0．379  0．75（0．23－2．49）  0．64   0．93（0．76－1．13）  0．441   1．83（1．20－2．78）  

栄養改善   0．63（0．38－1．05）  0．077  0．81（0．31－2．53）  0．729   0．96（0．45－2．05）  0．916  3．05（0．62－15月4）  

口腔機能の向上   1．32（0．82－2．15）  0．254  1．34（0．42－4．28）  0．626   0．85（0．40－1．79）  0．667   0．52（0．12－2．30）  

うつ予防・支援   1．52（0．44－5．22）  0．504  2．71（0．23－31．56）  0．427  

アクティビティ  1．23（0．97－1．55）  0．085   1．21（0．73－2．00）  

要支援  

GDS15；11点（軽度）  GDS15；12点以上  

サービ   ス利用  
オッズ比（95％CI）  P一値   

サービス利用  
オッズ比（95％CI）  P一値  

あり  改善（％）  なし  改善（％）  あり  改善（％）  なし  改善（％）   

運動器の機能向上   75   68．0   101  48．1  2．59（1．30－5．14）  0．007   100   44   190   38．4  1．52（0．88－2．63）  0．136   

栄養改善   27   59．3   149  56．4  8．01（0．69－93．15）  0．096   34   50   256   39．1  0．95（0．07－12．79）  0．971   

口腔機能の向上   30  53．3  146  57．5  0．16（0．02－1．60）  0．119   37   51．4   253  38．7  1．87（0．16－21．94）  0・618   

アクティビティ   38   55．3 弓 138   57．2  1．11（0．47－2．64）  0．806   67   46．3  223  ，38．6   1．34（0．71－2．52）  0．367   
※上記の他、年齢性別、要介護度、基本チェックリスト得点、GDS15を同時に投入  33   



ま と め ①  
◎属性・介護予防サービス利用と介護予防に係る各種指標の推移との関連の分析について、ロジスティック回帰分析によって分析を行った  

ところ、主な鳥屋は息よ以下愈とお星空ぬた。ただし、一会屋分鮭を往⊇恵三二皇妊、保健医療技術を評価するための最も妥当な方法である  
ランダム化比較試験（貝GT）では左く鳥属向きヨホニト憩究のデニ曳鮎温泉辺鰯腰幽  

1．全体分析  

○ふだんの過ごし方で役割がある者は維持・改善しやすい。◇ふ㌻±ん（ブ〕生㈲・1億割を持たセることが重要  

○認知機能が高い者は、維持・改善しやすい。  ¢認知機能損低卜か少ない投暗かi。の対応が蚕垂  

○認知的活動の得点が高い者（認知的活動が活発な者）は、維持・改善しやすい。◇ 認知約活動を活発に行うこさんが重要  

○ふだんの過ごし方で役割のある者は改善しやすい。¢－パ∵緑み生溝仁潔穀を韓7二せるi二どか重要  

○基本チェックリスト得点が低い（生活機能の程度が高い）ほど改善しやすい。¢生活機能翻珪戸が少ない段緒からぴ）対応が重要  
○認知的活動の得点が高い者（認知的活動が活発な者）は改善しやすい。 ¢認知的活動を活発に亨〒うことが重要  

○暮夏強華 甲亨ミ∴・、－し言隻与っ……カ適所介護運動器の機能向エア・ペニス∴㌫実施者は改善」やすい  
○美熊燕滝上仁 章一F－∴＝且熟ノ／〔エぴ〕場合て維持披善しノやすし＼  

○ 擾∴ノ譲篭華宰㍗ 」計・唇閻♭」上の場蓋て維持，改善」やすi  

O属性とサービスとの関係は、以下のとおりとなった。  

¢対象者の属性に尉二たサーヒスを提供することで、ぶり効果紆効率的なサwビスとなる可能性がある  
・脳血管疾患の既往がない看では、マシンによる筋力増強訓練で維持・改善しやすい。   

■認知症の既往がない看では、日常生活動作に関わる訓練で維持・改善しやすい。  

・認知機能が低下していない看では、マシンによらない筋力増強訓練が維掛改善しやすい。  

・認知的活動の得点が高い者（認知的活動が活発な者）では、日常生活動作に関する訓練及びレクリエーション・ゲームで維掛改善しやすいo   
t要支援者よりも特定高齢者の方が、すべての内容で維持・改善しやすい。  

3．栄養改善  

○認知症の既往歴のない者及び高齢による衰弱の既往歴のない看では、改善しやすい。  
○栄養改善サービスの利用による改善のオッズに違いはなかった。  
○栄養改善サービスを利用した者を対象とした、属性やサービスと栄養関連の指標の推移との関連については、栄養改善サービスの利用者  

が少ないことから分析ができなかった。   



ま と め ②  
4．口腔機能の向上  

¢婁活機能の低下か少ない段階からの対応が重要  ○基本チェックリスト得点が低い（生活機能の程度が高い）者は改善しやすい。   

○認知的活動の得点が高い者（認知的活動が活発な者）は改善しやすい。  ◇認案晒活動を活魚上汁㌢’た＝が登要  

－ ：・こ笠∫叫ざ・‥－・－   0．“・・て－・・・・  ・－●，．∴∵‥  ；寺「ニ「●・一さ、∴・、■ －  

○専門港仁イ亮値引が仁   雄司至上斗一甘葉芽肇締那ヂ汗揉沫∴＝持戒条満頂場合…ノ維持改善とや雪い  

5．閉じこもり予防・支援  

○ふだんの過ごし方で役割がある者は改善しやすい。◇ふ才ニん〃澤清音二役割を持たせる∴とが重要  

○困ったときの相談相手、体の具合が悪いとき病院に連れて行ってくれる人がいる者は、改善しやすい0  
¢絹針ぎ竜舶を整離恥よ∴鳥；1壷妄  

○基本チェックリスト得点が低い（生活機能の程度が高い）者は改善しやすい。¢ヰ藩塵執拗鋸こか隼寺十藁ほ如か小弟対轟か蔓増  

○認知的活動の得点が高い者（認知的活動が活発な者）は改善しやすい。¢言紬的活動を活発に行うことが重要  

摺膏・†－ノす呈′ 汚…沙1運動器の機能向丘－サ∧こ∴ニこやアてプチノす≡±ティサトニスを受けてhいる音更3∴宝薫を∴ ≒て－′首 ○虐腐巨㌣ 

6．認知症予防■支援  

○基本チェックリスト得点が低い（生活機能の程度が高い）者は改善しやすい。◇憲掛鋸鯨噛り再憺再媚紆ぺ駆匪購摘  

○認知機能が低下していない者は改善しやすい。く〉 詫偏職能直隠卜▼さ〕、‥少ない投膳汗ユ揖対i芯が重要  

○認知的活動の得点が高い者（認知的活動が活発な者）は改善しやすい。 ¢・鮒榔億劫を竜針キ′ちr」う∴レか毒草  

○  －・  ・●  －  

7．うつ予防・支援  

¢  芦き 妄ざ   l謀議  ○ふだんの過ごし方で役割がある者は改善しやすい。  

○日常生活を支援してくれる人、具合が悪いときに病院に連れて行ってくれる人がいる者は、改善しやすいo  
C〉  

：、ヨ；Y  イ＿＿・嘉 ノ  7   ○  



介護予防の有効性等の評価に関する取りまとめについて（案）  

1．検討の経緯について  

○ 改正介護保険法（平成17年6月29日法律第77号）が成立した折、魁旦蛙、「政府は、改正介護保険法の施行後3年を目途として、  
予防給付及び地域支援事業について、その実施状況を勘案し、畳屋に対する効果の程度等の観点から挨立を猛ら主＿皇聖経具に基づ  
邑三鹿妻の措置を講ずるものとする」との規定が盛り込まれた。   

○ そこで、平成18年度より、市町村が介護予防サービスを受けた高齢者の心身の状態や活動状況の変化等の情報を収集し、オンラ  
インにて定期的に厚生労働省にデータを送信いただく、継続的評偲脚、そのデータをもとに厚労省において、企  

予防の有効性等の 価に係る分析を進めてきた。   

○ 具体的には、これまで、介護予防継続的評価分析等検討会を計6回開催し、介護予防の①定量的な効果に係る分析、②費用対効  
果分析及び③属性■介護予防サービス利用と介護予防に係る各種指標の推移との関連の分析等について検討を行ってきた。  

鶴
輩
至
 
 
 



3．責用対効果分析について  
導入における増分効果がプラス（要介護度が悪化した者が減少した）であ〔  ○ 新予防給付（要支援1）の費用対効果分析の結果、  

妻用はマイナス（費用が減少した）であった。   

（参考）新予防給付（要支援2）の費用対効果分析の結果も、要支援1と同様に、増分効果がプラスであり、増分費用はマイナスであった。  
者施策の重用対効果分析の結果も、施策導入における増分効果がプラスであり、増分費用はマイナスであった。  

○ したがって、新予防給付及び特定高齢者施策の両施策とも、費用対効果の観点からは優れたものであると判断された。  
○なお、両施策とも、施策導入前後で責用単価が変わらなかったと仮定しても、増分費用がマイナスであったことから、増分費用がマイ   

ナスであったことの理由は、施策導入前後の（人・月）数の分布の変化、すなわち、介護予防効果によるものであるといえる。  

と介護予防に係る各種指標の推移との関連の分析について  属性一介護予防サービス利用   

○属性・介護予防サービス利用と介護予防に係る各種指標の推移との関連の分析について、ロジスティック回帰分析によって分析を   
行ったところ、以下のことが明らかとなった。なお、属性等と各種指 標の推移との関連について分析を行ったデ「皇蛙、保健医療技術   
を評価するための最も妥当な方法であるランダム化比較試験（RCT）のデータではなく、前向きコホート研究のデータであり、鎧星但   
脚料こ当たっては、慎重でなlナればならないことlこ留意する必要がある。  

《全体》  

・ふだんの生活に役割を持たせることが重要  

・認知機能の低下が少ない段階からの対応が重要  

・認知的活動を活発に行うことが重要  

《運動器の機能向上》   

■ふだんの生活に役割を持たせることが重要  

・生活機能の低下が少ない段階からの対応が重要  

・認知的活動を活発に行うことが重要  

・要支援者に対する介護予防通所介護（運動器の機能向上サービス）の実施者は改善しやすい  

・実施回数が一定の回数以上の場合で維持■改善しやすい  

・1回の実施時間が一定時間以上の場合で維持■改善しやすい  

・対象者の属性に応じたサービスを提供することで、より効果的・効率的なサービスとなる可能性がある  

〈栄養改善》  

弓忍知症の既往歴のない者及び高齢による衰弱の既往歴のない看では、改善しやすい  
ょ栄養改善サービスの利用による改善のオッズに違いはなかった  

彊栄養改善サ廿ビスを利用した者を対象とした、属性やサービスと栄養関連の指標の推移との関連については、栄養改善サービスの   
利用者が少ないことから分析ができなかった  

《口腔機能の向上》  

‘生活機能の低下が少ない段階からの対応が重要  

i認知的活動を活発に行うことが重要  
t介護予防適所介護、介護予防通所リハビリテーションの口腔機能の向上サービスの実施者は改善しやすい  
8恵門職による個別的サービスの1回当たりの実施晴間が10分以上30分乗満の場合に維持 



属性・介護予防サービス利用と介護予防に係る各種指標の推移との関連の分析について  

《閉じこもり予防・支援》  

・ふだんの生活に役割を持たせることが重要  

・相談できる環境を整備する与とが重要  

・生活機能の低下が少ない段階からの対応が重要  

・認知的活動を活発に行うことが重要  

・通所サービスを受けている者は、改善しやすい。特に、運動器の機能向上サービスやアクティビティサービスを受けている者は、改善   
しやすい  

《認知症予防■支援》  

・生活機能の低下が少ない段階からの対応が重要  

・認知機能の低下が少ない段階からの対応が重要  

・認知的活動を活発に行うことが重要  

・運動器の機能向上サービスおよび口腔機能の向上サービスを受けている者は、改善しやすい  

《うつ予防■支援》   

－ふだんの生活に役割を持たせることが重要  

・生活におけるサポート体制を整備することが重要  

・運動器の機能向上サービスを受けている者は、GDS15スコアが改善しやすい。特に、うつの程度が軽度の者は、改善しやすい  

5．今後の有効性等の評価について  

i分析等検討会において分析され、姓宜  

分析では優れたものと判断された。  
護予防サービスが展開されるための基礎郎  

蝕 

出 

潮  

旨継続的評  

費用対効＝  

・効率的な1   

○平成18年度より開始 

高齢者施策及び新予防給付は、ともに、定量的な介護三   
また、属性等と各種指標の推移との関連も明らかにな主  

な知見が収集された。  

○検討会において、特定高齢者の定量的介護予防効果を算出するに当たっては、①コントロール群と調査対象の属性が大きく異なって  
おりその相違を十分に調整できなったこと、（②統計学的な有意差を検出するのに十分な調査対象者数が得られなかったことなどから、  

解析において、ヒストリカルコ由工蛙慎重な検討が必要で   
あるとされた。  

騨 0したがって、今後、介儀予防 に当たっては、r王）コントロール群と調査対象群の属性の違邑、（≧′）統計学的な有意  

差があった場合にこれを検出できるだけの対象、コントロール群の規模、③デ側引こ渡る予防効果の算出を考慮  
銅姦ると考えられる。  

することとなっており、当事業で  

デル事業を、全国約90市町村  
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1．費用対効果分析の基本的な考え方について  

○ ある施策の費用対効果分析を行うに当たっては、施策を導入することによって現れた効果（増分効果）   

と、それに要した費用（増分費用）のそれぞれを算出し、分析をすることが必要である。  

○ 増分効果や増分費用を算出するためには、介入研究を設計し、無作為抽出試験を行って前向きに対象・   

コントロール（対照）集団を一定期間追跡することが理想的である。  

○ しかし、今回の分析においては前向きのコントロール集団がないため、効果及び費用それぞれのデー   

タについて、介護予防施策導入後の段階でも入手可能な導入前の状態に関する過去のデータを対照（ヒ   

ストリカルコントロール）として比較し、増分効果及び増分費用を算出した上で、費用対効果分析を行   

った。  

1．1．増分効果について   

○ 増分効果は、施策導入前後でそれぞれに要介護度が悪化した者の発生率を算出し、その差を算出する  

ことによって求めた。  

増分効果：．（施策導入後における悪化した者の発生率）－（施策導入前における悪化した者の発生率）  

施策導入後については、継続的評価分析支援事業の対象者を調査対象と設定し、施策導入前（コント  

ロール群）については、同事業の対象者にできるだけ類似したコントロール群の設定を行い、さらに、   

統計学的に両群の属性の調整を行うことにより、施策導入による増分効果の算出を行った。  

1．2．増分費用について  

○ 増分費用は、施策導入前後のそれぞれの費用を算出し、その差を算出することによって求めた。  

増分費用：（施策導入後における費用）一 勝入前における費用）  

導入前後の費用は、それぞれ、  

（要介護度別の1人1か月当たりに係る費用）×（要介護度ごとの（人・月数））  

で算出した。  

1．3．増分効果と増分費用に係る結果の分類について   

○ 増分効果と増分費用の結果がそれぞれプラスとなるかマイナスとなるかによって、分析結果を以下の  

ように分類した。  

（D「増分効果がプラスで増分費用がマイナス」であれば、導入した施策は優れたものだと判断が可能で  

－3－   



ある（費用効果比を求める必要がない。）。  

②「増分効果がプラスで増分費用がプラス」であれば、増分費用効果比を計算して、その金額が妥当な   

ものかどうかを判断する。  

③「増分効果がマイナスで増分費用がマイナス」であれば、増分費用効果比を計算してその金額が妥当   

なものかどうかを判断することが可能であるが、施策としては、効果が期待どおりに出ていない時点   

で評価できないものであるともいえる。  

④「増分効果がマイナスで増分費用がプラス」であれば、導入した施策は劣ったものだと判断が可能で   

ある（費用効果比を求める必要がない。）。  

※ 費用効果比：（増分費用）／（増分効果）。「介護度が1段階以上悪化するのを防止するのに要す   

る費用」を意味する。  

－4－  
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2，新予防給付（要支援1）の費用対効果分析について  

2．1．新予防給付（要支援1）の増分効果について  

○ 新予防給付導入前後について、それぞれ以下の（1）、（2）の者を対象に、実際にそれぞれの集団  

において要介護度が悪化した人数のデータを用いて、それぞれの発生率や定量的な介護予防効果を算出   

した。  

（1）新予防給付導入前  

（コントロール群：83市町村17，612人）  

○ 継続自勺評価分析支援事業の調査対象となった83市町村の住民であり、かつ平成16年1月に要   

支援として給付を受けていた者。当該者について、平成16年12月までの要介護度の推移のデー   

タを介護給付費請求書（以下、レセプトという。）を用いて抽出した。  

（2）新予防給付導入後  

（調査対象群：83市町村 5，087人）  

○ 平成19年1月から開始された継続的評価分析支援事業において、調査対象となった者のうち、  

①及び②の両方を満たす者。平成19年12月31日までに調査票が記入されたデータを用いて分析  

を行った。  

① 継続的評価分析支援事業登録時に要支援1の者  

② 継続自儒平価分析支援事業登録後、1回以上の追跡調査（3ヶ月ごと）が行われた者  

○ 以上のデータについて、集団の属性の違いを踏まえた分析を行った結果、新予防給付導入に伴う増分   

効果については、要支援1の者1，000人を1年間（12，000（人・月））追跡することによって、要介護   

度が悪化した者の発生率が、対象者1，000人に対して155人（15．5％）減少し、導入前の悪化人数（389   

人）に対して40％（155人）減少する（増分効果がプラス）という結果を得た。  

※ 詳細は、第4回介護予防継続自矯平価分析等検討会の資料「介護予防サービスの定量的な効果分析に   

ついて（第2次分析結果）」を参照〕  

ー5－   



2．2．新予防給付（要支援1）の増分費用について  

2．2．1．要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）について  

○ 要支援1から要介護5の費用単価については、継続的評価分析支援事業に参加した83市町村のレセ   

プトデータのうち、施策導入前は平成16年1月から平成16年12月まで、施策導入後は平成19年1   

月から平成19年12月までのデータを用いて、各要介護度別の給付費を算出した。  

○ 一般高齢者及び特定高齢者の費用単価については、糸脚矯平価分析支援事業に参加した83市町村に   

ついて、施策導入前は平成17年度の介護予防・地域支え合い事業に要した費用を、施策導入後は平成  

19年度の介護予防事業に要した費用を、それぞれ市町村が国に報告した実績を用いて算出した。   

特定高齢者の費用単価については、ハイリスクアプローチ及びスクリーニングに要した費用を参加   

人数で除して算出し、一般高齢者の費用単価については、ポピュレーションアプローチに要した費用   

を高齢者人口で除して算出するのが望ましいが、以下の問題があることから、事業の総費用を、要介   

護認定者を除く高齢者人口で除して、高齢者1人当たりにかかる単価を算出し、一般高齢者及び特定   

高齢者の費用単価として使用することとした。（単価の算出方法は別紙のとおり）  

・施策導入以前において、施策導入後の介護予防事業（地味支援事業）に相当すると考えられる事  

業としては、「介護予防・地域支え合い事業」が挙げられるが、同事業は、①多種多様な事業の中  

から市町村が好きな事業を自由に選択するというメニュー事業であり、②詳細な事業要綱まで示さ  

れておらず、同じ事業であっても市町村が違えば事業の形態は一様でなく様々であり、③同一事業  

の中に、性格の異なる事業が複数含まれており、参加人数や費用は当該複数の事業のものを合算し  

て把握されていることから、どの事業がポピュレーションアプローチ、ハイリスクアプローチ、ス  

クリーニングに該当するかを区分することが困難である。   

・したがって、ポピュレーションアプローチ、ハイリスクアプローチ及びスクリーニングのそれぞ  

れの参加人数及び費用の同定ができない。  

要介護産別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単触）  

（単位：円）  

一般高齢者  
要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者   

導入前   159   30，900  81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

導入後   191   28，700   48，800   95，300   133，100   190，700   239，900   279，900   

－6－  
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2．2．2．要支援1の者を12，000人月観察した場合における要介護度ごとの（人・月）数分布に  

ついて  

○ 増分効果の算出と同じデータを用いて（人・月）数分布を算出した  

○ ただし、施策導入前における一瑚受高齢者及び特定高齢者の（人・月）数については、元データがレセプ   

トデータであることから、改善者（特定高齢者及び一般高齢者）の（人・月）数部分は把握ができず、欠   

損値（ゼロ）である。   

今回は、当該部分に施策導入後の（人・月）数を代入して、施策導入前が施策導入後と同じ割合で改善   

したと仮定することとして、（人・月）数分布を割り振った。  

要介護度ごとの（人・月）数の分布  

（単位：人・月）  

合計  一璃講齢者  特定高齢者  要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

導  12，000   0   0  10，001   0  1，743   164   60   21   12  

入  

12，000   148   14  9，866   0  1，719   162   59   20   

前   

導入後  12，000   148   14  10，883   571   284   62   21   12   4   

2．2．3．新予防給付導入前後の費用及び増分費用について  

○ 各要介護度ごとの費用単価と、各要介護度ごとの（人・月）数を掛け合わせて総費用を算出すると、  

導入前の総費用（α1） 490，582（千円）  

導入後の総費用（β1） 383，689（千円）   

の結果となった。  

○ したがって、増分費用は、  

増分費用（β1－α－）＝－106，893（千円）（増分費用がマイナス）   

の結果となった。  

○ なお、2．2．2．で記したとおり、施策導入前の（人・月）数分布は、施策導入後と同じ割合で改善   

したと仮定することとして、（人・月）数分布を割り振ったが、実際は、施策導入前における改善割合は、  
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導入後よりも少なく（※）、施策導入前の総費用は今回算出した費用よりも大きくなり、増分費用はさら  

にマイナスになるはずである。  

※ 第3回介護予防継続的評価分析等検討会資料を参照。  

○ したがって、サービスを受けている要支援1の者1，000人を1年間（12，000（人・月））追跡すると、   

新予防給付が導入されない場合に比べて、導入された場合は、少なく見積もっても、約1億7百万円（1   

人1年当たり約10万7千円）の費用が減少することになる。  

（参考）   

施策導入前の高齢者1人当たりにかかる費用に老人保健事業の事業費（12，238，624，042円）を含めると、  

施策導入前の高齢者1人当たりにかかる費用単価は、580日となる。この単価を用いた場合の増分費用はさ  

らにマイナスになる。  

2．3．新予防給付導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について  

○ 増分費用が、施策導入前後の費用単価が変化した影響か、介護予防効果による（人・月）数の分布が変   

化した影響なのかについて分析するため、施策導入前の費用単価を、施策導入後の費用を算出する際にも   

用いて、同様に増分費用を算出すると、以下のとおりとなった。なお、制度導入後の要支援2の費用単価   

については、制度導入前に要支援2に相当する単価が無いため、要介護1の単価を使用した。  

要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）  

要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）について  

「帳高齢者  
要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者   

導入前   159   30，900  81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

導入後   159   30，900   81，800   81，800   141，600   214，0（泊   279，900   334，000   

○ 各要介護度ごとの費用単価と、各要介護度ごとの（人・月）数を掛け合わせて総費用を算出すると、  

導入前の総費用（α2） 490，582（千円）  

導入後の総費用（β2） 424，351（千円）   

の結果となった。  
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○ したがって、増分費用は、  

増分費用（β2－α2）＝ －66，231（千円）（増分費用がマイナス）   

の結果となった。  

2．4．新予防給付（要支援1）の費用対効果分析について  

○ 施策導入前後において増分効果がプラス（悪化した人数が減少）であり、かつ、増分費用がマイナス   

であることから、導入された施策は、費用対効果の観点からは優れたものであると判断できる。  

○ 施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定して算出してみても、増分費用はマイナスであった   

ことから、増分費用がマイナスであったことの理由は、施策導入前後の（人・月）数の分布の変化、す   

なわち、介護予防効果によるものであるといえる。  

○ ただし、これらの結果に関しては、特定高齢者及び一般高齢者の費用単価についてそれぞれ算出する   

といった最も望ましい算出方法ができなかったことから、事業の総費用を、要介護認定者を除く高齢者   

人口で除して、高齢者1人当たりにかかる単価を算出し、一般高齢者及び特定高齢者の費用単価として   

使用するといった次善の方法で算出していることに留意する必要がある。  
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3．特定高齢者施策の費用対効果分析について  

3．1．特定高齢者施策の増分効果について  

○ 特定高齢者施策導入前後について、それぞれ以下の（1）、（2）の者を対象に、実際にそれぞれの   

集団において要介護度が悪化した人数のデータを用いて、それぞれの発生率や定量的な介護予防効果   

を算出した。  

○ なお、平成19年4月からは、特定高齢者候補者の選定基準及び特定高齢者の決定基準が緩和された   

ため、今回は、緩和後の新基準に基づいて、要介護度が悪化した人数や定量的な介護予防効果を算出   

している。  

（1）特定高齢者施策導入前   

（6市町1，679人）  

（む 平成17年度調査対象者（平成17年8月1日調査）のうち、平成19年4月1日からの特定高齢  

者の候補者の選定基準（新基準）を満たす者   

② 平成18年度調査（平成18年8月1日調査）において要介護度等の状況が把握されている者   

※ 対象者の居住する市町において、地域支援事業が開始されたのは、最も早いところで平成18  

年7月であった。  

（2）特定高齢者施策導入後   

（83市町村 371人）  

平成19年1月から開始された継続的評価分析支援事業において、調査対象となった者のうち、①   

及てノ唱）の両方を満たす者。平成19年12月31日までに調査票が記入されたデータを用いて分析を行   

った。   

（D 平成19年5月1日以降に継続的評価分析支援事業に特定高齢者として登録があった者   

② 継続的評価分析支援事業登録後、1回以上の追跡調査（3ケ月ごと）が行われた者  

○ 特定高齢者施策導入に伴う増分効果については、統計学的には有意ではなかったものの、特定高齢   

者（候補者）1，000人を1年間（12，000（人・月））追跡することによって、対象者1，000人に対し   

て6人（0．64％）減少し、導入前の悪化人数（56人）に対して11．4％（6人）減少する（増分効果がプラ   

ス）という結果を得た。  

※ 詳細は、第4回介護予防継続的評価分析等検討会の資料「介護予防サービスの定量的な効果分析に  
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ついて（第2次分析結果）」を参照。  

3．2．特定高齢者施策の増分費用について  

3．2．1．要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）について  

○ 要支援1から要介護5の費用単価については、継続自勺評価分析支援事業に参加した83市町村の介   

護給付費請求書（レセプト）データのうち、施策導入前は平成17年4月から平成18年3月まで、   

施策導入後は平成19年1月から平成19年12月までのデータを用いて、各要介護度別の給付費を算   

出した。一般高齢者及び特定高齢者の費用単価については、新予防給付（要支援1）の増分費用の   

算出に用いた単価と同じものを用いた。  

要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）  

（単位：円）  

一般高齢者  

要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者   

導入前   159   31，000  80，900   136，800   201，500   256，100   298，600   

導入後   191   28，700   48，800   95，300   133，100   190，700   239，900   279，900   

3．2．2．特定高齢者を12，000人月観察した場合における要介護度ごとの（人・月）数分布につ  

いて  

○ 増分効果の算出と同じデータを用いて（人・月）数分布を算出した。  

要介護度ごとの（人一月）数の分布  

（単位：人・月）  

1投高齢  

者   者   

1，680  9，994   60   31   92   45   43   27   28   

951  10，887   48   12   0   60   24   18   0   

導入前  12，000   

導入後  12，000  
合計  
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3．2．3．特定高齢者施策導入前後の費用及び増分費用について  

○ 各要介護度ごとの費用単価と、各要介護度ごとの（人・月）数を掛け合わせて総費用を算出すると、  

導入前の総費用（叫）  41，086（千円）  

導入後の総費用（β．） 21，118（千円）   

の結果となった。  

○ したがって、増分費用は、  

増分費用（βl－α．）＝ －19，967（千円）（増分費用がマイナス）   

の結果となった。  

○ サービスを受けている特定高齢者1，000人を1年間（12，000（人・月））追跡すると、特定高齢者施策   

が導入されない場合に比べて、導入された場合は、約2千万円（1人1年当たり約2万円）の費用が減少   

することになる。  

（参考）   

施策導入前の高齢者1人当たりにかかる費用に老人保健事業の事業費（12，238，624，042円）を含めると、  

施策導入前の高齢者1人当たりにかかる費用単価は、580日となる。この単価を用いた場合の増分費用はさ  

らにマイナスになる。  

3．3．特定高齢者施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について  

○ 増分費用が、施策導入前後の費用単価が変化した影響か、介護予防効果による（人・月）数の分布が変   

化した影響なのかについて分析するため、施策導入前の費用単価を、施策導入後の費用を算出する際にも   

用いて、同様に増分費用を算出すると、以下のとおりとなった。なお、制度導入後の要支援2の費用単価   

については、制度導入前に要支援2に相当する単価が無いため、要介護1の単価を使用した。  

要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）  

要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）について  

一般高齢者  
要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者   

導入前   159   31，000  80，900   136，800   201，500   256，100   298，600   

導入後   159   31，000   80，900   80，900   136，800   201，500   256，100   298，600   
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○ 各要介護度ごとの費用単価と、各要介護度ごとの（人・月）数を掛け合わせて総費用を算出すると、  

導入前の総費用（α2）41，086（千円）  

導入後の総費用（β2） 21，162（千円）   

の結果となった。  

○ したがって、増分費用は、  

増分費用（β2－α2）＝ 一19，924（千円）（増分費用がマイナス）   

の結果となった。  

3．4．特定高齢者施策の費用対効果分析について  

○ 施策導入前後において増分効果がプラス（悪化した人数が減少）であり、かつ、増分費用がマイナス   

であることから、導入された施策は優れたものであると判断できる。  

○ 施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定して算出してみても、増分費用はマイナスであった   

ことから、増分費用がマイナスであったことの理由は、施策導入前後の（人・月）数の分布の変化、す   

なわち、介護予防効果によるものであるといえる。  

○ ただし、これらの結果に関しては、特定高齢者及び一般高齢者の費用単価についてそれぞれ算出する   

といった最も望ましい算出方法ができなかったことから、事業の総費用を、認定者以外の高齢者人口で   

除して、高齢者1人当たりにかかる単価を算出し、一般高齢者及び特定高齢者の費用単価として使用す   

るといった次善の方法で算出していることに留意する必要がある。  
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4．分析結果のまとめ  

○ 新予防給付（要支援1相当）及び特定高齢者施策について、費用対効果分析を行ったところ、両施策   

とも、施策導入前後において増分効果がプラスであり、かつ、増分費用がマイナスであった。  

したがって、一定の留意事項はあるものの、現段階の知見としては、両施策とも、費用対効果の観点   

からは優れたものであると判断できる。  
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（参考）  

新予防給付導入（要支援2）の費用対効果分析について（参考）  

○ 第4回介護予防継続自軍平価分析等検討会において、要支援2に相当する者の定量的な効果分析について  

は、導入前に要介護1であった者と、導入後に要支援2であった者が同等の状態であると仮定したことなど、  

いくつかの留意事項があったことから、参考として分析を行った。  

○ 要支援2の費用対効果分析についても、同様の留意事項があるが、参考までに算出することとする。  

1．新予防給付（要支援2）の増分効果について  

○ 要支援1と同様の手法で算出したところ、要支援2の者1，000人を1年間（12，000（人・月））追跡   

することによって、要介護度が悪化した者の発生率が、対象者1，000人に対して18．3（183人）減少し、   

導入前の悪化人数（250人）に対して73％（183人）減少した（増分効果がプラス）という結果を得た。  

※ 詳細は、第4回介護予防継縦煽平価分析等検討会の資料「介護予防サービスの定量的な効果分析に   

ついて（第2次分析結果）」の「別紙」を参照。  

2．新予防給付（要支援2）の増分費用について  

2．1．要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）について  

○ 要支援1と同じ費用単価を使用した。  

要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）  

（単位：円）  

要支援1  

要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

（要支援）  

30，900  81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

28，700   48，800   95，300   133，100   190，700   239，900   279，900   

一般高齢者  

特定高齢者   

導入前   159   

導入後   191  
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2．2．要支援2の者を12，000人月観察した場合における要介護度ごとの（人・月）数分布について  

○ 要支援1と同じ手法で算出した。  

要介護度ごとの（人・月）数の分布  

（単位：人・月）  

合計  「股高齢者  特定高齢者  要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

元データ   12，000   0   0   528   0  10，223   834   280   98   37  

導入後と同じ割合  

12，000   124   9   522   0  10，110   825   277   97   37   

日り                          で改善した場合  

導入後  12，000   124   9   466  10，747   379   214   51   17   13   

2．3．新予防給付導入前後の費用及び増分費用について  

○ 各要介護度ごとの費用単価と、各要介護度ごとの（人・月）数を掛け合わせて総費用を算出すると、  

導入前の総費用（αl）1，058，542（千円）  

導入後の総費用（β1）   619，380（千円）   

の結果となった。  

○ したがって、増分費用は、  

増分費用（β1－α1）＝ －439，161（千円）（増分費用がマイナス）   

の結果となった。  

3．新予防給付導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定した場合の増分費用について  

○ 増分費用が、施策導入前後の費用単価が変化した影響か、介護予防効果による（人・月）数の分布が変   

化した影響なのかについて分析するため、施策導入前の費用単価を、施策導入後の費用を算出する際にも   

用いて、同様に増分費用を算出すると、以下のとおりとなった。なお、制度導入後の要支援2の費用単価   

については、制度導入前に要支援2に相当する単価が無いため、要介護1の単価を使用した。  
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要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）  

要介護度別の1人1か月当たりにかかる費用（費用単価）について  

一頭穿高齢者  
要支援2   要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

特定高齢者   

導入前   159   30，900  81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

導入後   159   30，900   81，800   81，800   141，600   214，000   279，900   334，000   

○ 各要介護度ごとの費用単価と、各要介護度ごとの（人・月）数を掛け合わせて総費用を算出すると、  

導入前の総費用（α2）1，058，542（千円）  

導入後の総費用（β。） 974，308（千円）   

の結果となった。  

○ したがって、増分費用は、  

増分費用（β。－α。）＝ －84，233（千円）（増分費用がマイナス）   

の結果となった。  

○ なお、施策導入前の（人・月）数分布は、施策導入後と同じ割合で改善したと仮定することとして、（人・   

月）数分布を割り振ったが、実際は、施策導入前における改善割合は、導入後よりも少なく、施策導入前   

の総費用は今回算出した費用よりも大きくなり、増分費用はさらにマイナスになるはずである。  

○ したがって、サービスを受けている要支援1の者1，000人を1年間（12，000（人・月））追跡すると、   

新予防給付が導入されない場合に比べて、導入された場合は、少なく見積もっても、約4億3千9百万円   

（1人1年当たり約43万9千円）の費用が減少することになる。  

（参考）   

施策導入前の高齢者1人当たりにかかる費用に老人保健事業の事業費（12，238，624，042円）を含めると、  

施策導入前の高齢者1人当たりにかかる費用単価は、580日となる。この単価を用いた場合の増分費用はさ  

らにマイナスになる。  

4．新予防給付（要支援2）の費用対効果分析について  

○ 施策導入前後において増分効果がプラス（悪化した人数が減少）であり、かつ、増分費用がマイナス   

であることから、導入された施策は、費用対効果の観点からは優れたものであると判断できる。  
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○ また、施策導入前後で費用単価が変わらなかったと仮定して算出してみても、増分費用はマイナスで   

あったことから、増分費用がマイナスであったことの理由は、施策導入前後の（人・月）数の分布の   

変化、すなわち、介護予防効果によるものであるといえる。  

○ ただし、これらの結果に関しては、特定高齢者及び一般高齢者の費用単価についてそれぞれ算出す   

るといった最も望ましい算出方法ができなかったことから、事業の総費用を、認定者以外の高齢者人   

口で除して、高齢者1人当たりにかかる単価を算出し、一般高齢者及び特定高齢者の費用単価として   

使用するといった次善の方法で算出していることに留意する必要がある。  
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（別紙）   

高齢者1人当たりにかかる費用単価の算出方法について  

○施策導入前の費用単価   

継続的評価分析支援事業に参加している83市町村の平成17年度における介護予防・地  

域支え合い事業の事業費を、同83市町村の高齢者人口（要介護認定者を除く）で除した。   

なお、83市町村の要介護認定者数は人数は全国の認定率から推計した。  

平成17年度の83市町村の介護予防・地域支え合い事業費 4，627，461，154円（①）  

平成17年度の83市町村の高齢者人口（要介護認定者を除く） 2，421，497人（②）  

高齢者1人当たりにかかる費用（12月）1，911円（③：①÷②）  

高齢者1人当たりにかかる費用（1月） 土壁L巴（③÷12）  

（参考）施策導入前の費用に老人保健事業の事業費（12，238，624，042円）を含めると、高   

齢者1人当たりにかかる費用（1月）は、旦8旦＿巴となる。  

○施策導入後の費用単価   

継続的評価分析支援事業に参加している83市町村の平成19年度における地域支援事  

業の事業費と、老人保健事業において実施した生活機能評価の事業費（推計）の合計を、  

同83市町村の高齢者人口（要介護認定者を除く）で除した。   

なお、83市町村の要介護認定者数は人数は全国の認定率から推計した。  

平成19年度の83市町村の地域支援事業費 3，491，485，171円（①）  

平成19年度の生活機能評価の事業費（推計）2，769，867，097円（②）  

合計  6，261，352，268円（③‥①＋②）  

平成19年度の83市町村の高齢者人口（要介護認定者を除く） 2，737，185人④  

高齢者一人当たりにかかる費用（12月）2，288円（⑤：③÷④）  

高齢者1人当たりにかかる費用（1月）旦旦L巴（⑤÷12）   

※ 生活機能評価の事業費の推計方法は以下のとおり。  

① 83市町村における平成19年度の生活機能評価の受診者数を実施方法（集団検診方式、   

医療機関、等）別に調査。  

②①の実施方法別の一人当たりの費用単価を、補助金の基準単価をもとに推計  

③①の実施方法別の受診人数に②の実施方法別の費用単価をかけて事業費を推計   




